


 

序 文 

 

 

 1958 年に初めてチリに対する日本の協力が行われ、さらに 1978 年に両国の技術協力

協定が締結されて以来、数多くのチリ人が日本で研修を受け、日本人がチリにおいて技

術移転を行ってきました。これらの経験や知識の交流を通じて、チリにおいては様々な

分野で顕著な成果が達成され、また、日本とチリの二国間の関係は大いに成熟し、両国

が他の発展途上国へ貢献するためにパートナーシップを組むことが可能となりました。 

 このようにして、1999 年に「日本･チリ・パートナーシッププログラム」“Japan-Chile 

Partnership Program－JCPP” が締結されました。本プロジェクトは JCPP の効率的・効果

的な実施のために、実施機関であるチリ国際協力庁（AGCI）の JCPP 実施体制が強化さ

れることを目的として、2003 年 9 月から 2006 年 8 月まで 3 年間の予定で協力が開始さ

れました。 

 今回派遣した終了時評価調査団は、プロジェクト開始後 2 年 6 ヶ月が経過し、プロジェ

クト終了を 2006 年 8 月に控えていたことから、R/D および協力計画等に基づき、これま

での協力実績や技術移転状況について評価 5 項目に照らして総合的に評価を行いまし

た。それとともに、今後の提言や本プロジェクトから得られた教訓についてチリ共和国側

評価団員、実施機関などと協議し、合同評価報告書およびミニッツで確認しました。本

報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。 

 最後に、本調査団の派遣に際し、ご協力とご支援をいただいた内外の関係者の皆様

に深くお礼を申し上げるとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。 
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国際協力機構 

中南米部長 蔵本 文吉 



 

評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 

国名：チリ共和国 案件名：JCPP 強化プロジェクト 

分野：南南協力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：チリ国事務所 協力金額（評価時点）：約１億 8,300 万円 

先方関係機関：チリ国際協力庁（AGCI） 

日本側協力機関：  

協

力

期

間 

（本体） 

R/D: 2003 年 9 月 1 日 

協力期間：2003 年 9 月 1 日～2006 年 8 月 31 日 他の関連協力： 

１-１ 協力の背景と概要 

我が国南南協力支援の取り組みの一環として 1999 年 6 月に締結された日本・チリ・パートナーシッ

プ・プログラム（JCPP）に基づき、2000 年度に開始されたキューバ海水魚養殖分野に対する協力を皮

切りにこれまで様々な JCPP 案件が実施されている。JCPP の R/D に基づき、2003 年 2 月に、これまで

の JCPP 活動の評価、協力実施の枠組みとしての JCPP に関するレビューが両国間で行われた。その

中で、JCPP をより効果的に実施するためには、日本側、チリ側及び被援助国の要望・意向を確認する

システムを構築するとともに、JCPP の実施機関であるチリ国際協力庁（AGCI）の案件管理・評価能力

を含む南南協力実施体制を強化する必要があることが確認された。 

 これを受けて、JCPP の効率的・効果的な実施のために、AGCI の JCPP 実施体制が強化されることを

目的として、2003 年 9 月から 2006 年 8 月まで 3 年間の予定で協力が開始された。プロジェクトの成果

として、①AGCI の受益国ニーズ把握能力および JCPP 活動計画能力の強化、②AGCI の JCPP 案件

形成能力の強化、③AGCI の案件モニタリング・評価能力の強化、④AGCI の JCPP 活動広報能力の

強化、⑤PCM 手法を活用した JCPP 事業の拡充、を掲げ、現在長期専門家 1 名を派遣中であり、この

他 PCM に関する短期専門家派遣および研修員受入れを行ってきた。 

 

１-２協力内容 

（1）上位目標 

   JCPP 活動が効果的・効率的に実施される（本終了時評価調査において修正） 

 

（2）プロジェクト目標 

   AGCI の JCPP 活動実施能力が強化される 

 

（3）成果   
1  AGCI の受益国のニーズ把握能力及び JCPP 活動計画能力が強化される 

2  AGCI の JCPP 案件形成能力が強化される 

3  AGCI の案件のモニタリング・評価能力が強化される 

4  AGCI の JCPP 活動広報能力が強化される 

5  PCM 手法 を活用した JCPP 事業がより拡充される 

 

（4）投入（評価時点） 

 日本側： 

  長期専門家派遣 2 名, 短期専門家派遣 4 名, 機材供与 約 38 万円, 研修員受入 6 名  

  日本側投入額：約１億 8,300 万円 (調査時) 

  

相手国側： 

   カウンターパート配置  8 名, 施設・機材: 機材、専門家用事務室など 

  チリ国際協力庁(AGCI)事業運営管理費：2003 年 213 百万ﾍﾟｿ、2004 年 220 百万ﾍﾟｿ､ 2005 年 204

百万ﾍﾟｿ （給与・福利厚生費はこれには含まれず、AGCI 全体の運営管理費内に含まれる）  

チリ側投入額計：約 1 億 4,300 万円 (調査時、1CLP = 0.00189 US$, 1JPY = 0.00843US$で換算) 



２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当）     （氏名）   （所属・職位） 

総括／団長  上條直樹    国際協力機構 中南米部 管理チーム長 

評価計画    越智薫    国際協力機構  中南米部 南米チーム職員 

評価分析    小島京子   インテムコンサルティング（株） 

調査期間 2006 年 2 月 26 日～2006 年 3 月 9 日 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

  初年度に、PCM 手法導入の技術指導に遅れが生じて、追加的にローカルコンサルタントを雇用して

PCM 手法の技術指導を補足した以外は、すべて予定どおりに投入されている。活動 5 の一つである「外

部組織(大学等)による PCM ワークショップの実施促進を図る」を除き、総合的に円滑な活動が行われて

いる。なお、日本側とチリ側のプロジェクト経費投入実績は日本側約 56%、チリ側約 44%であり、相手国の

コミットメントが明確に確認された。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

チリ国政府は、“La Politica de Cooperacion Internacional de Chile para el Periodo 2000 -2006” （チ

リ国の国際協力政策 2000 年～2006 年）及び JCPP 合意文書（Acuerdo Marco de JCPP）に基づき

JCPP への取り組みを拡充することを示し、また、財政的にも周辺国を中心とした途上国支援への取組

みを明確に示している。 

AGCI(国際協力庁)の業務は予算規模において全体の約 46％を水平協力に投じており、JCPP 事業

は AGCI にとって主管業務といえる。本プロジェクトの実施により、同庁の JCPP に関る開発援助事業

実施運営管理能力を強化するという目的は、同庁の役割及び政策に明確に合致するものと判断され

る。 

また、日本の新 ODA 大綱及び新中期政策では、南南協力の積極的な推進が掲げられており、2006

年 8 月に合意された日本の対チリ援助重点分野の一つに「南南協力支援」が掲げられている。JICA

中南米地域事業実施方針および国別事業実施計画においても南南協力支援を協力の柱として強化

するとしており、本プロジェクトの目的との整合性が認められる。 

以上より、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 

 

（2）有効性 

成果 1～4 については既に目標値を達成しており、成果５についても AGCI 以外の組織による PCM 実

施者（大学）は未確定であるものの、PCM ワークショップ参加者数は目標値達成が見込まれる。この結

果、定量的なプロジェクト目標の指標達成度は順調であり、プロジェクト目標は達成される見込みであり、

有効性は高いと判断される。但し、JCPP 事業の効果的･効率的な実施のための能力開発は、技術を質

的･量的双方側面から総合的に拡充することや CP 職員のレベルを超えて組織的に定着させること、更に

は個人レベルではなく組織レベルで取組むべき課題を具備して初めて達成できるものである。 

 

（3）効率性 

専門家派遣による技術指導、本邦研修、ローカルコンサルタントの雇用は、ＣＰの能力開発状況に合

わせて適切なタイミングで実施され、成果 1～5 の発現を可能にした。プロジェクト期間を通じ 43.63％を

先方がコスト負担しており、効率性は高い。また、本邦からの投入の補足としてローカルコンサルタントを

投入するなどの工夫も見られた。以上より、効率性は概ね高いと判断できる。 

 

（4）インパクト 

チリ国は、技術の比較優位や文化･言語の類似性という特性から、ラテンアメリカ･カリブ諸国における

支援パートナー国としての高い期待を受けている。また、JCPP は、日本・チリ双方の技術と経験・優位性

を活用する効果的･効率的な援助ツールであることが認識されており、実施の必要性も認められる。エル

サルバドル「家畜繁殖」およびドミニカ共和国「教員養成」の両ミニプロジェクトにおいて既に正のインパク

トを発現していることが、両ミニプロジェクト終了時評価調査においても確認されている。 

一方で、上位目標達成のためには、更に実務経験を重ねていくことが重要であり、また、JCPP 事業の

モダリティと事業採択のプロセス等にまつわる制度的調整事項が継続検討課題として残されている (本

プロジェクト実施中は、各ミニプロジェクト、広域セミナー等の JCPP 事業はプロジェクトの一投入と位置づ

けられ個別の要請や採択手続きを必要としないが、プロジェクト終了後は個別の対応が必要となる) 。上

位目標の達成見込みは、事業規模の継続や制度的調整の方向により判断されることになる。 

予期されなかったポジティブな効果としては、次の 2 点を確認した。第一に、JCPP 活動実施能力を超

えて、地域におけるドナーとしての実施能力が強化され、チリによる二国間協力や他ドナーと協調した三



角協力を行う際にも活用可能な能力を獲得したと言える。第二に、社会開発を目的とした PCM 手法の有

効性が現在チリ国内では認識され始めており、AGCI に対する地方自治体から研修実施の要請が増えて

いる。これら自治体から第三国専門家として JCPP 活動に参加する候補者が発掘できる可能性があること

から、AGCI は今後国内の自治体支援とともに JCPP 参加人材の発掘も計画している。 

以上を総合的に判断し、本プロジェクトの実施が及ぼすポジティブなインパクトが認められる。 

（5）自立発展性 

チリ政府は今後もラテンアメリカ･カリブ諸国への支援協力国として JCPP 事業を継続する意向を示して

おり、日本とのコストシェア率も 2005 年度時点で 50％以上を負担するなど、対 JCPP 政策的には安定し

た方針を示している。AGCI において、水平協力事業は全体予算の約 54%を占めており、同プログラム実

施の優先度は高い。政策的面および予算面での問題は見当たらない。また、CP は全員 AGCI における

業務を継続しており、定着度に問題は発見されない。 

一方で、プロジェクトの実施により得られた効果を維持するためには、計画立案、モニタリング評価の

技術を確実に組織的に定着させ、業務の質維持と業務プラクティスの制度･習慣化を図る必要がある。 

以上より、ある程度の自立発展性を確認したと言える。 

   

３-３ 効果発現に貢献した要因 

移転した技術内容は対象組織の主管業務そのものであることから、導入されたハード（マニュアルや資

料）・ソフト（ＰＣＭ手法や運営管理の手続きテクニック）の技術内容とアウトプットは、即座に実際業務に

活用されている点、CP における技術習得のモチベーションは高く、速やかな成果発現を可能とした。 

特に、本プロジェクトにおいては、作成されたマニュアルや手続き方法によって広域セミナー、ディプロ

マ、第三国研修の実施運営管理に当たるだけではなく、JCPP ミニプロジェクトの裨益国における調査

が、案件形成調査について 6 件、モニタリング・評価調査について 10 件が実施されており、実践的な能

力向上を円滑に促進することが可能となった。 

   

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 受益国ではモニタリングの重要性が認識されていたにもかかわらず、不慣れであったため、計画通りに

モニタリングが実施されず、報告が遅れたことがあった。これに対しAGCIはJICAと協議し、ミッションを送

るなどしてモニタリング能力の強化を図り報告書を取り付けた。受益国で政権交代後にＣＰの大幅な異動

が発生し、プロジェクトの進捗・継続が危ぶまれたことがあった。これに対し AGCI は JICA と協議し受益国

に懸念を表明し早急な対処を求め JCPP 事業を正常化させた。 

 

３-５ 結論 

プロジェクトの成果はその達成に向けて順調に進捗しており、協力期間内には終了することが可能と

判断される。AGCI は現在、CP それぞれが中核となってプロジェクト参加を通じて得た技術や知見の実

務レベルでの応用を習慣化しつつあり、改善または実践の定着に向けた準備を開始している。一方、組

織レベルでの能力開発は簡単になされるものではないため、１）組織を構成するCPがプロジェクト参画の

結果として得た技術水準の維持、２）改善された導入された業務実施方法の組織内定着、３）その結果と

しての組織自体の機能の強化と拡大、を果たせるよう、日本は協力期間の終了後も経過観察を行いなが

ら指導を続けてゆく必要がある。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）プロジェクト期間中に関して 

 １）PCM 実施者の拡大 

成果５の指標「PCM ワークショップを実施することを AGCI と契約した大学」が未達成となっている

が、本成果の目指すところは、１）経済・社会開発事業の計画立案や監理の有効手法である PCM 手法

のノウハウを蓄積、普及することで、ひいては、２）水平協力のアクターとなり得る人材をチリ国内に育

成・確保しようというものであることから、大学に限定することなく、広く候補団体を発掘し、プロジェクト

期間内に実施団体を特定するよう提言される。 

 

 ２）個人レベルの能力開発 

プロジェクト成果の指標はいずれも定量的なものであるが、職員個々人の能力開発を質的側面から

判断する必要もある。①組織内勉強会の開催、②ワークショップへのモデレーターとしての参加、③案

件形成調査団・評価調査団（これが難しい場合には、二国間協力で我が国がチリへ協力する案件で

の評価）への参団など、効率面をも考慮しつつ実践機会を多く設けるように努め、質的向上を図るよ

う、提言される。 

 

 



 ３）組織的レベルの能力開発（１） 

各成果について個々の職員がプロジェクトに参加することで獲得した技術や知見の活用を、業務実施

上遵守すべき JCPP ガイドラインとして制度化するなどして、業務上の習慣として組織内に定着するよう

提言される。 

 

４）組織的レベルの能力開発（２） 

JCPP 実施機関としての AGCI が今後兼ね備えるべき機能として、①最終受益国の開発上の重点分

野、重点課題、協力ニーズ、支援のための最適アプローチの検討と中・長期的協力シナリオ策定、②

国内的な協力体制の強化・拡大、③援助人材の発掘、養成、身分処遇を含めた活用促進のための制

度的環境整備、④最終受益国内におけるプロジェクト監理体制強化等が挙げられる。これらをプロジ

ェクトの残存期間に整備することは難しいが、中期的な計画の素案なりとも終了までに準備し置くこと

が肝要であるとともに効果的であることから、これについて取り組むよう提言される。 

 

５）JCPP 広報の戦略的展開 

広報ターゲットをチリ国内とチリ国外に分け、ターゲットごとの効果的な対応を進めるよう提言される。 

 

（2）プロジェクト期間終了後に関して 

１）制度の定着と安定化にむけた継続的フォローアップ 

上記（１）のうち特に 2）～5）の提言はプロジェクト実施期間中に取り組むとともに、終了後も継続して取

り組むよう提言される。 

 

２）最終受益国における JCPP プロジェクトの位置づけ 

最終受益国における JCPP の取り扱いは、実施中案件の監理のあり方の問題として整理できる。現地

においては受益国政府、チリ大使館、JICA 事務所がアクターとして存在するが、三者の関わり方を含

め整理が必要である。JICA・AGCI 双方で実務の観点から検討に着手するよう提言される。 

 

３）中南米地域パートナーシッププログラム締結国間の連携強化 

本プロジェクトによる南南協力実施機関としての能力開発の成果を含めた AGCI の知見やノウハウ

を、域内のチリ以外のパートナーシッププログラム（PP）締結国とも共有し、より一層の連携強化にむけ

た活動を進めるよう、提言される。 

 

3-７ 教訓 (当該プロジェクトから導き出され他類似案件発掘・形成/実施/運営管理に参考となる事柄) 

(1) 援助実施機関支援から援助リソース強化支援へ 

本プロジェクトにおいてはプロジェクト形成とモニタリング・評価調査団に外部の専門機関を取り込

む、PCM 手法について大学など協力機関に対する技術移転を行う、公共セクター、地方自治体職員

が PCM 研修に参加するなどし、援助実施機関と国内セクターの関係構築が着実に開始した。類似プ

ロジェクトを実施する際には、プロジェクトデザイン設計の当初より国内セクターを積極的ターゲットの

一部として取り込んでゆくことが有効である。 

 

(2) 能力開発関連プロジェクトとしての特徴 

援助実施機関の強化を目的とするプロジェクトにあっては、組織を構成する個々の員の能力開発と

並び組織としての能力開発を図る必要がある。 

職員個々人の能力開発の観点からは、習得した技術の質そのものや、実践への応用力などを含め

て測定するための指標を明確にしてモニタリングして行く必要がある。 

組織の能力開発の観点からは、組織強化という抽象的な概念をより具体的に関係者がイメージでき

るよう、デザイン段階において、可能な限り明確、具体的に設定する必要がある。 
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第 1 章 終了時評価調査の概要 

 

1.1 調査団派遣の経緯と目的 

我が国南南協力支援の取り組みの一環として 1999 年 6 月に締結された日本・チリ・

パートナーシップ・プログラム（JCPP）に基づき、2000 年度に開始されたキューバ海水

魚養殖分野に対する協力を皮切りにこれまで様々な JCPP 案件が実施されている。

JCPP の R/D に基づき、2003 年 2 月に、これまでの JCPP 活動の評価、協力実施の枠

組みとしての JCPP に関するレビューが両国間で行われた。その中で、JCPP をより効

果的に実施するためには、日本側、チリ側及び被援助国の要望・意向を確認するシス

テムを構築するとともに、JCPP の実施機関であるチリ国際協力庁（AGCI）の案件管

理・評価能力を含む南南協力実施体制を強化する必要があることが確認された。 

これを受けて、JCPP の効率的・効果的な実施のために、AGCI の JCPP 実施体制を

強化することを目的として、2003 年 9 月から 2006 年 8 月まで 3 年間の予定で協力が

開始された。プロジェクトの成果として、①AGCI の受益国ニーズ把握能力および

JCPP 活動計画能力の強化、②AGCI の JCPP 案件形成能力の強化、③AGCI の案件

モニタリング・評価能力の強化、④AGCI の JCPP 活動広報能力の強化、⑤PCM 手法

を活用した JCPP 事業の拡充、を掲げ、現在長期専門家 1 名を派遣中であり、この他

PCM に関する短期専門家派遣および研修員受入れを行ってきた。 

本調査団は、2006 年 8 月の協力期間終了に向けて、これまでのプロジェクトの進捗

状況・活動実績を把握したうえで、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）の観点から、プロジェクトの評価を行った。また、日本側およびチリ側関

係者で構成される合同評価委員会にて、本プロジェクトの終了時評価を実施し、評価

結果を受け今後の類似案件に向けた提言および教訓を抽出するとともに、残りの 6 ヶ

月間の活動期間における提言を行った。 

 

1.2 調査団の構成 

担当業務 氏   名 所  属 

団長/総括 上條 直樹 国際協力機構中南米部管理チーム チーム長 

評価計画 越智 薫 国際協力機構中南米部南米チーム 職員 

評価分析 小島 京子 ｲﾝﾃﾑｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株)社会開発部ｼﾆｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

 

1.3 調査日程  

 

日数 月日 曜日 時間 行 程 

1 2/26 日 

17:05 

9:45 

12:30 

成田発（NH6) 

ロサンゼルス着（NH6) 

ロサンゼルス発(LA601) 
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2 2/27 月 

6:35 

12:00 

15:30 

17:00 

サンティアゴ着（LA601） 

チリ事務所打合せ(西木次長) 

日本大使館表敬（島尾書記官） 

布施専門家ヒアリング 

3 2/28 火 

9:30 

10:30 

 

15:00 

16:30 

20:00 

AGCI 水平協力部表敬（AGCI 水平協力部 Vergara 部長） 

第 1 回合同評価委員会（本プロジェクト関係者とのキックオ

フミーティング） 

AGCI 水平協力部へのヒアリング(Sofia Rodriguez 職員） 

AGCI 水平協力部へのヒアリング(Acuna 次長） 

調査団主催夕食会 

4 3/1 水 

9:30 

10:30 

11:30 

15:00 

 

17:00 

AGCI 水平協力部へのヒアリング(G.Leon 職員） 

AGCI 水平協力部へのヒアリング（Daniela Rodriguez 職員) 

AGCI 二国間協力部へのヒアリング（Marcela Quezada 職員)

JCPP エルサルバドル「家畜繁殖」ミニプロ終了時評価調査

結果報告、同調査団へのグループヒアリング 

JICA チリ事務所へのヒアリング 

5 3/2 木 

9:30 

10:30 

11:30 

15:30 

 

16:30 

AGCI 水平協力部へのヒアリング(Paulina Soto 職員） 

AGCI 企画政策部へのヒアリング(Patricio Perez 職員） 

AGCI 水平協力部へのヒアリング(Valeria Matus 職員） 

JCPP ドミニカ共和国「教員養成」ミニプロ終了時評価調査

結果報告、同調査団へのグループヒアリング 

チリ人専門家へのヒアリング（ペドロ･アギレ･セルダ国立リハ

ビリテーション病院） 

6 3/3 金 9:30 第 2 回合同評価委員会（評価結果説明） 

7 3/4 土   M/M 案作成、合同評価レポート(M/M 本文＋資料）案作成

8 3/5 日   資料整理 

9 3/6 月 

9:30 

 

13:00 

第3回合同評価委員会（評価調査結果確認と協議、合同評

価レポートの確認） 

チリ側主催昼食会 

10 3/7 火 

9:00 

12:00 

15:00 

22:35 

合同委員会（JCC)、M/M 署名式 

日本大使館報告（小川大使、島尾書記官） 

チリ事務所報告(西木次長） 

サンティアゴ発(LA600) 

12 3/8 水 
7:05 

11:35 

ロサンゼルス着(LA600) 

ロサンゼルス発(NH5） 

13 3/9 木 16:20 成田着(NH5） 
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1.4. 面談者一覧 

  

小川 元 在チリ日本国大使館 特命全権大使 

島尾 武文 在チリ日本国大使館 一等書記官 

西木 広志 JICA チリ事務所 次長 

山口 和敏 JICA チリ事務所 所員 

原田 ますみ JICA チリ事務所 所員 

Mr. Mario Santander JICA チリ事務所 所員 

布施 和博 JCPP 強化プロジェクト JICA 長期専門家 

Mr. Marcelo Rozas チリ国際協力庁（AGCI）長官 

Mr. Arturo Vergara AGCI 水平協力部長 

Ms. Marcela Sottolichio AGCI 企画政策部長 

Mr. Hernan Acuna AGCI 水平協力部 次長 

Mr. Patricio Perez AGCI 企画政策部 職員 

Ms. Paulina Soto AGCI 水平協力部 職員 

Ms. Sofia Rodriguez AGCI 水平協力部 職員 

Ms. Gabriela Leon AGCI 水平協力部 職員 

Ms. Valeria Matus AGCI 水平協力部 職員 

Ms. Daniela Rodriguez AGCI 水平協力部 職員 

Ms. Marcela Quezada AGCI 二国間協力部 職員 

Dr. Jorge Oltra アウストラル大学教授・全国家畜繁殖飼養管理訓練センター

(CENEREMA)所長 

（終了案件「小規模酪農生産性改善計画」プロジェクトマネージ

ャー）  

Dr. Maria Angelica Olivares カトリカ大学教授  

Dr.Alberto Vargas ペドロ･アギレ･セルダ国立リハビリテーション病院副院長（終了

案件「身体障害者リハビリテーション」プロジェクトマネージャー）
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第 2 章 プロジェクトの概要 

 

2.1 プロジェクトの基本設計 

本プロジェクトの基本設計は以下のとおりである。 

 プロジェクト期間： 2003 年 9 月 1 日～2006 年 8 月 31 日（3 年） 

 プロジェクト経費（2006 年 3 月時点） 

1) 日本側：  約１億 8,300 万円 （人件費含む） 

2) チリ国側: 約 1 億 4,300 万円 (ＣＰの給与等人件費・福利厚生費は含まない) 

 先方援助対象機関： チリ国際協力庁 

 協力目的： チリ国国際開発庁の開発援助事業の事業運営管理能力の向上をは

かり、JCPP プログラムの有効かつ効率的な実施を可能とする。 

 投入： 

1) 日本側：長期専門家派遣 2 名、 短期専門家派遣 4 名、 機材供与、  

本邦研修受入 6 名、調査派遣人材と経費、セミナー・研修実施人材と経費等 

2) チリ国側：カウンターパート配置 8 名」、 施設・機材、専門家用事務室、         

調査派遣人材と経費、セミナー・研修実施人材と経費、チリ人専門家、その

他運営管理費等 

 

2.2 プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

本プロジェクトの当初 PDM (PDM version 1)は、2003 年 9 月の実施協議で署名され

（第 7 章 7.6. Joint Evaluation Report の ANNEX 6 を参照）、プロジェクト開始後に詳細な

モニタリングを経て修正がなされた（第 7 章 7.6.Joint Evaluation Report の ANNEX 5, 6

を参照）。具体的には、成果 5 の追加と、活動の順序が変更された。修正内容は、プロジ

ェクトのデザインを大きく変更するものではなく、適切な改善のための措置であると確認

された。ただし、本調査期間中には、PDM の当初の上位目標設定について、プロジェク

ト終了後 3，4 年後に達成するものとしては包括的過ぎ、かつ PDM の論理性からも飛躍

があると判断され、そのため、調査前までの上位目標をより長期的な目標（スーパーゴー

ル）として上げ、新たに具体的な上位目標を明記した。これを最終版 PDM （PDM 

version 3）として、本調査における実績分析と評価を行った。最終版 PDM（和文）につい

て、6 頁を参照。 

 

 ＜プロジェクトの目標と成果＞ 

プロジェクト目標 AGCI の JCPP 活動実施能力が強化される 

成果 １ AGCI の受益国のニーズ把握能力及び JCPP 活動計画能力が強化される 

成果 ２ AGCI の JCPP 案件形成能力が強化される 

成果 ３ AGCI の案件のモニタリング・評価能力が強化される 

成果 ４ AGCI の JCPP 活動広報能力が強化される 

成果 ５ PCM 手法 を活用した JCPP 事業がより拡充される 
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プロジェクト目標と、目標達成に必要とされる成果は上のとおり AGCI の（組織）能力を

強化するものとして掲げられているものの、PDM において設定されている指標と活動か

ら判断される実質的なプロジェクト目標は、JCPP 事業実施運営管理の基礎環境を整備

するもの、と言い換えられる内容となっている。 

これについては、本プロジェクト開始前と開始後に JCPP ミニプロジェクトの事業運営

管理にはどの程度の相違があるかを問う AGCI に対して行った以下の質問紙表調査結

果（第 7 章 7.3 の 7 を参照)からも理解できる。 

 

＜AGCI におけるプロジェクト開始前と後の JCPP 事業運営管理方法の相違について＞ 

（5 段階選択）5: 全くことなる、4：かなり異なる、3：半ば異なり半ば同じ、2：ほとんど同じ、1：全く同じ 

ミニプロジェクト実施ニーズの把握 5 

ミニプロジェクトの選定と採択 2 

PCM 手法を活用したミニプロジェクトの計画立案 5 

PCM 手法を活用したミニプロジェクトのモニタリング・評価 5 

 

上表の AGCI の回答のとおり、本プロジェクトの 2 年半で導入した JCPP のマネージメント

方法は、案件選定・採択の手続きを除いては、AGCI にとってはほとんどが新しい手法・

業務内容であったことが理解される。したがって、第 4 章 4.3 「プロジェクトの主な成果」

で後述する、AGCI にとって初めてとなる PCM 手法の導入、JCPP に適合した実施運営

管理に必要な新しいマニュアルと手続き書類等の整備、それに基づく CP の技術指導と

いう本プロジェクトの内容は、今後、AGCI が組織としての能力を育成するための環境・

基盤整備の段階のものであると言える。本調査では、こうした実質的なプロジェクト内容

を十分に念頭において、実績の確認と 5 項目評価を実施した。 

 

2.3 活動計画 

  本プロジェクトは、2003 年９月の実施協議で活動計画書案（Tentative Schedule of 

Implementation: TSI）は作成されていなかった。プロジェクト開始後に、計画委員会およ

び合同計画委員会をとおして、プロジェクトの活動の当初半年分が計画され、その後 6

ヶ月の一度のモニタリング実施ごとに、先半年間の計画が確認される形で、活動が実施

されている。なお、JCPP 活動については年に一度の JCPP 計画委員会が実施され、詳

細計画が策定されている。  
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PDM version 3 (最終版 PDM)  プロジェクト期間：2003 年 9 月 1 日～2006 年 8 月 31 日（3 年間） 直接ターゲット：AGCI,  長期的ターゲット：途上国 
プ ロ ジ ェ ク ト の 概 要 指 標 指 標 の 入 手 手 段 外 部 条 件

ス ー パ ー ゴ ー ル

上 位 目 標

JCPP活 動 が 効 率 的 ・効 果 的 に 実 施 さ れ る 実 施 され た JCPP活 動 の うち 評 価 調 査 に お い て
そ の 適 切 性 が 確 認 され た 事 業 の 割 合 （％ ）

プ ロ ジ ェ ク ト 目 標

AGCIの JCPP活 動 実 施 能 力 が 強 化 さ れ る 1.JCPP全 事 業 に つ い て の PDM と モ ニ タリン グ
シ ー ト の 作 成 状 況 （100%)

1 . 各 プ ロ ジ ェ ク トの 協 議 議 事 録

2.JCPPミニ プ ロ ジ ェ ク トの 全 事 業 の 「モ ニ タリン
グ 報 告 書 」（6ヶ 月 ご と）作 成 状 況 、及 び 「終 了 時
評 価 報 告 書 」作 成 状 況 （100%)

2 .「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

3. 広 域 セ ミナ ー ,デ ィプ ロ マ ,第 三 国 研 修 の 全 事
業 に つ い て 「終 了 時 評 価 報 告 書 」の 作 成 状 況
（100%）

3 .「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

成 果

1.AGC Iの 受 益 国 の ニ ー ズ 把 握 能 力 及 び JCPP活 動 計 画 能
力 が 強 化 さ れ る

1-1. AGC Iの JCPP計 画 委 員 会 が 問 い 合 わ せ を
行 っ た 国 の 案 件 要 請 書 提 出 状 況 （80%）

1-1 . JCPP活 動 計 画 委 員 会 報 告 書

1-2.要 請 案 件 ご と の  「案 件 評 価 表 」の 活 用 状 況
（100%）

1-2 . 「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

1-3 . 調 査 団 の 調 査 報 告 書 の 作 成 ・提 出 状 況
（100%）

1-3 . 調 査 団 に よ る 調 査 報 告 書

2.  AGC Iの JCPP案 件 形 成 能 力 が 強 化 さ れ る 2. PCM モ デ レ ー ター の 訓 練 を 受 け た AGC I職 員
（年 間 2名 、期 間 中 計 ６名 ）

2.　「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

3. AGC Iの 案 件 の モ ニ タ リ ン グ ・評 価 能 力 が 強 化 さ れ る 3. PCM モ ニ タリン グ ＆ 評 価 手 法 専 門 家 と して 訓
練 を 受 け た  AGC I 職 員 カ ウ ン ター パ ー ト数 (計 ５
名 ）

3. 「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

4-1 . 全 JCPP 活 動 実 施 情 報 を （100%）W EBサ イ
トに 掲 載 す る

4. W EB サ イ トペ ー ジ の 更 新 記 録

4-2. JCPP W EBサ イ トの ア ップ デ ー ト（3ヶ 月 ご
と ）
5-1 . プ ロ ジ ェ ク ト終 了 時 ま で の PCM ワ ー ク シ ョッ
プ 参 加 者 数 （470 名 ）

5-1 .「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

5-2 PCM ワ ー ク シ ョップ を 実 施 者 と な る こ と を 、
AGC Iに 同 意 し た 大 学 （1校 か そ れ 以 上 ）

5-2 . 「プ ロ ジ ェ ク ト年 間 報 告 書 」

AGC Iの 中 南 米 ・カ リブ 地 域 の 途 上 国
支 援 政 策 が 変 更 され な い

4. AGC Iの JCPP活 動 広 報 能 力 が 強 化 さ れ る

5.PCM 手 法  を 活 用 し た JCPP事 業 が よ り 拡 充 さ れ る

AGC Iの 水 平 協 力 事 業 予 算 が 削 減 さ
れ ず 、JCPP事 業 予 算 が 削 減 され な
い

ラ テ ン ア メ リカ 諸 国 ・カ リブ 地 域 に 対
す る 、チ リ国 政 府 の 対 外 政 策 が 変 更
さ れ な い

JCPPの 効 率 的 ・効 果 的 な 実 施 に よ り 主 に 中 南 米 諸 国 と カ リ
ブ 地 域 の 途 上 国 の 社 会 ・経 済 発 展 に 資 す る 。

１ .JCPPが 支 援 した 対 象 セ ク タ ー に お け る 、経 済
的 状 況 の 改 善
2.JCPPが 支 援 し た 対 象 セ ク ター に お け る 社 会
的 状 況 の 改 善

１．援 助 対 象 課 題 の 経 済 状 況 指 数
２．援 助 対 象 課 題 の 社 会 状 況 指 数

各 事 業 の 「事 業 終 了 時 評 価 報 告
書 」
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活 動 外 部 条 件

日 本 側 チ リ 側

日 本 人 専 門 家 の 派 遣 プ ロ ジ ェ ク ト ダ イ レ ク タ ー

チ リ 人 C P の 本 邦 研 修 受 入 プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー ジ ャ ー

1 -2 . J C P P の ニ ー ズ 把 握 の た め の 援 助 窓 口 機 関 と の ワ ー ク シ ョ ッ
プ を 毎 年 開 催 す る

日 本 人 専 門 家 か ら A G C Iの C P へ の 技 術 移 転 に
必 要 な 資 機 材

カ ウ ン タ ー パ ー ト 職 員 (A G C I職 員 ）

1 -3 .  受 理 し た 要 請 を 検 討 す る た め の 、 案 件 ご と の チ ェ ッ ク リ ス ト
様 式 の 「 案 件 評 価 表 」 を 作 成 し 、 リ ス ト を 使 っ た 実 施 可 能 性 分 析 を
実 施 す る

J C P P 事 業 対 象 裨 益 国 へ の チ リ 人 専 門 家 の 派
遣 （ 人 材 ・ 経 費 ）

J C P P 事 業 対 象 裨 益 国 へ の チ リ 人
専 門 家 の 派 遣 （ 人 材 ・ 経 費 ）

A G C Iに お い て 、 J C P P 事 業 費 が 削
減 さ れ な い

1 -4 . J C P P の ロ ン グ 、 ミ ド ル 、 シ ョ ー ト リ ス ト を 作 成 す る

1 -5 . J C P P 計 画 委 員 会 を 毎 年 開 催 す る

1 -6 . 共 同 プ ロ 形 調 査 団 を 派 遣 す る

2 -1 .チ リ 人 カ ウ ン タ ー パ ー ト に た い す る 、 P C M ワ ー ク シ ョ プ ・ モ デ
レ ー タ ー 育 成 訓 練 を 実 施 す る

2 -2 . A G C I、 J IC A 、 受 益 国 に よ る 案 件 ご と の P D M を 作 成 す る

2 -3 . 「 モ ニ タ リ ン グ シ ー ト 」 に よ る 各 案 件 ご と の 活 動 計 画 を 作 成 す
る
3 -1 .モ ニ タ リ ン グ ・ 評 価 者 の 育 成 訓 練 を 実 施 す る 広 域 セ ミ ナ ー 実 施 （ 人 材 ・ 経 費 ） 広 域 セ ミ ナ ー 実 施 （ 人 材 ・ 経 費 ）

3 -2 .  「 モ ニ タ リ ン グ ・ シ ー ト 」 及 び 「 最 終 評 価 報 告 書 」 の 様 式 作 成
と 、 こ れ ら を 作 成 す る た め の ガ イ ド ラ イ ン を 作 成 す る

J C P P 事 業 、 プ ロ ジ ェ ク ト 活 動 に 必 要 な そ の 他 の
経 費

J C P P 事 業 、 プ ロ ジ ェ ク ト 活 動 に 必
要 な そ の 他 の 経 費

3 -3 . 各 J C P P 案 件 ご と の P D M に 記 載 さ れ て あ る 投 入 と 活 動 の 達
成 状 況 を 定 期 的 に モ ニ タ リ ン グ し 、 結 果 を 「 モ ニ タ リ ン グ ・ シ ー ト 」
に ま と め る
3 .4 .-  各 J C P P 案 件 ご と の P D M に 記 載 さ れ て あ る 「 指 標 」 及 び 「 外
部 条 件 」 の 変 化 を 定 期 的 に モ ニ タ リ ン グ し 、 結 果 を 「 モ ニ タ リ ン グ ・
シ ー ト 」 に ま と め る

3 .5 .-  各 J C P P 活 動 ・ 案 件 ご と の 「 事 業 終 了 時 評 価 報 告 書 」 の 作 成
し 、 さ ら に 第 三 国 研 修 実 施 機 関 の 評 価 業 務 の 重 要 性 に つ い て の
意 識 向 上 を 図 る
3 .6 .-  J C P P 活 動 ・ 案 件 を ま と め た 「 プ ロ ジ ェ ク ト 年 間 報 告 書 」 を 作
成 す る
4 -1 .J C P P  W e b サ イ ト を 作 成 す る

4 -2 .J C P P   W e b サ イ ト の 定 期 的 な デ ー タ ー 更 新 を 行 う

4 -3 . 広 報 出 版 物 情 報 を ,J C P P  W E B サ イ ト 上 の 表 に 適 宜 記 録 す
る
4 -４ .  広 報 ビ デ オ を 作 製 す る

5 -1 . P C M  ワ ー ク シ ョ ッ プ 実 施 マ ニ ュ ア ル と 講 義 テ キ ス ト を 作 成 す
る 前 提 条 件

5 -2 . J C P P 活 動 担 当 の チ リ 人 カ ウ ン タ ー パ ー ト の 、 P C M ワ ー ク
シ ョ ッ プ 実 施 経 験 の 機 会 を 設 け る

中 南 米 地 域 に お い て J C P P 事 業 の
実 施 ニ ー ズ が 存 在 す る

5 -3 . P C M 手 法 活 用 シ ス テ ム の 整 備 ・ 強 化 を 行 う

5 -4 . 外 部 組 織 （ 大 学 等 ） に よ る P C M ワ ー ク シ ョ ッ プ の 実 施 促 進 を
図 る

投 入

1 -1． チ リ 人 専 門 家 派 遣 ,  チ リ で の 研 修 員 受 入 事 業 、 J C P P ミ
ニ プ ロ の 要 請 書 の 標 準 化 を 図 る

日 本 人 及 び チ リ 人 専 門 家 か ら 、 裨 益 国 の C P へ
の 技 術 移 転 に 必 要 な 資 機 材

J C P P 事 業 対 象 裨 益 国 へ の 日 本 人 専 門 家 の 派
遣 （ 人 材 ・ 経 費 ）

日 本 人 専 門 家 の た め の 施 設 ・ 事 務
室

チ リ 政 府 の 対 外 政 策 が 極 端 に 変 化
し な い

対 象 裨 益 国 か ら の チ リ で の 研 修 受 入 対 象 裨 益 国 か ら の チ リ で の 研 修 受
入

第 三 国 研 修 の 実 施 機 関 が 、 予 定 ど
お り に 「 事 業 終 了 時 評 価 報 告 書 」 を
提 出 す る

プ ロ ジ ェ ク ト 活 動 実 施 に 必 要 な チ リ
人 カ ウ ン タ ー パ ー ト を 、 A G C Iが 適 切
に 配 属 す る

J C P P 事 業 を 担 当 す る A G C Iの 本 プ

ロ ジ ェ ク ト C P が 、 継 続 し て J C P P 事
業 に 配 属 さ れ る
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2.4 プロジェクトの実施体制 

 

2.4.1. 実施機関の財政状況 

  本プロジェクトの実施機関である国際協力庁(AGCI)は、2005 年度に企画省

(MIDEPLAN) から外務省(MRE) へと移管された。MRE、AGCI全体、及びAGCIにおける

水平協力部の運営事業費実績と 2006 年度予算は、以下のとおりである。 

AGCI の運営事業費は、2006 年度について外務省の 10.2%に当たる。運営事業費は過

去 3 年間増加傾向にあり、2005 年と 2006 年度予算も前年比 17%以上の増である。 

AGCI における水平協力部(CTPD)の事業運営費予算は 2005 年度以降増加を続けて

おり、2006 年度は前年度比 54%の増加であり、AGCI 全体の 54.3%を占める。JCPP 活動の

運 営 事 業 費 は 、 AGCI の 水 平 協 力 部 予 算 内 の 三 角 協 力 運 営 事 業 費 (Triangle 

Cooperation) に含まれ、本プロジェクト活動経費も概ね同 CTPD の事業費から拠出され

ている。 

 

（1） 外務省(MRE) 2003̃2005 年度実績と 2006 年度予算 

Item FY 2003 Actual FY 2004 Actual FY 2005 Actual FY 2006 Planned
Total Revenue 18,400,214,000 27,701,514,000 24,087,976,000 26,697,218,000

increased % compred to the previous year n.a 50.5% -13.0% 10.8%
total income in US$ US$34,850,189 US$52,466,945 US$45,622,867 US$50,564,798

¥3,798,670,636 ¥5,718,896,954 ¥4,972,892,549 ¥5,511,562,967 

 

（2） 国際協力庁(AGCI) 2003̃2005 年度実績と 2006 年度予算 

Item FY 2003 Actual FY 2004 Actual FY 2005 Actual FY 2006 Planned
Share in whole MRE * * * 10.2%

Total Revenue 1,865,318,000 1,982,334,000 2,329,525,000 2,731,992,000
increased % compred to the previous year n.a. 6.3% 17.5% 17.3%

total income in US$ US$3,532,931 US$3,754,560 US$4,412,144 US$5,174,420
¥385,089,473 ¥409,247,086 ¥480,923,657 ¥564,011,798 

 

(3) AGCI 水平協力部(CTPD) 2003̃2005 年度実績と 2006 年度予算 

Item FY 2003 Actual FY 2004 Actual FY 2005 Actual FY 2006 Planned
Share in whole AGCI 42.3% 37.3% 41.4% 54.3%

Total Revenue 788,191,000 739,337,000 963,656,000 1,484,288,000
increased % compared to the previous n.a. -6.2% 30.3% 54.0%

[ Breakdown ]  
Fellowship Program 242,739,597 103,559,000 349,550,000 725,069,000

Technical Cooperation 209,981,357 301,683,000 226,950,000 308,949,000
*Triangle Cooperation (JCPP included) 168,574,046 197,238,000 234,600,000 293,138,000

Share in whole CTPD 21.4% 26.7% 24.3% 19.7%
Multilateral Cooperation 48,177,000 64,011,000 56,934,000 58,642,000

Contingency 49,930,000 66,248,000 67,572,000 69,599,000
Other expenses 68,789,000 6,598,000 28,050,000 28,891,000

total income in US$ US$1,492,842 US$1,400,312 US$1,825,174 US$2,811,256
¥162,719,738 ¥152,633,972 ¥198,943,977 ¥306,426,938 

資料：チリ国財務省、AGCI 財務部 (注)レート： 1CLP = 0.00189 US$, 1JPY = 0.00843US$ で換算 
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2-4-2. 実施機関の組織体制 

  AGCI の全職員は 87 名、本件の技術協力対象部である水平協力部職員は、10 名とな

っている。 

2006 年 3 月現在の                    資料：AGCI 

 ＡＧＣＩ水平局組織体制図   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C onse jo  

理事会  

D irecición  Ejecu tiva  

執行部  

A sis ten te  D irecc ión  

長官顧問  

A ud ito ria  In terna  

監査室  

C om ité  D irec tivo  

執行委員会  

D ep to .Po lítica  y 

P lan ificación  

政策企画部  

D ep to .A dm in istrac ión  

y F inanzas  

運営管理・財務部  

F iscalía  

会計  

D ep to .C oope ració n  

H orizon tal 

水平協力部  

D ep to . C oord inac ión  

S ecto rial 

セクター担当部  

D ep to . C oop eración

B i-M ultila tera l 
二国 間・マル チ協 力部

D epto .Form ación  y 

B ecas 

研修事業部  

 

2006 年 3 月現在の部署別職員数 (計 87 人) 

Direccion Ejectiva (執行部) 1 

Asistente Direccion (長官顧問) 2 

Auditoria Interna (監査室) 2 

Comite Directivo (執行委員会) 7 

Fiscalia (会計) 5 

Departamento de Administracion y Finanzas (運営管理・財務部) 32 

Departamento de Politica y Planificacion (政策企画部) 6 

Departamento de Cooperacion Horizontal (水平協力部)  10 

Departamento de Coordinacion Sectorial (セクター担当部) 5 

Departamento de Cooperacion Bi-Multilateral (二国間・マルチ協力部) 11 

Departamento de Formacion y Becas (研修事業部) 6 

      資料：AGCI  
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2-4-3. 実施機関の主管業務 

 

  AGCI の主管業務は、１）チリ国が受益国となって実施される（二国間協力などの）国際

協力事業の運営管理、2)チリ国が協力支援国となって実施する国際協力事業の運営管

理、の大きく 2 種に説明できる。JCPP を含め、チリが他の国をパートナーとして実施する三

角協力は、この 2 つ目の業務に属し、CTPD が実施運営管理を担当する。 

 

 2004 年度までの三角協力事業実績 （US$） 

年度 チリ国 
前年比 

増（%) 

パートナー

国・機関 

前年比

増（%) 
受益国 

前年比

増（%) 
計 

前年比 

増（%) 

1,994  274,318  301,247 71,200  646,765 

1,995  142,306 -48% 134,749 -55% 114,923 61% 391,977 -39% 

1,996  129,330 -9% 388,486 188% 99,911 -13% 617,729 58% 

1,997  98,795 -24% 309,000 -20% 67,800 -32% 475,595 -23% 

1,998  280,397 184% 512,524 66% 25,000 -63% 817,923 72% 

1,999  539,630 92% 1,183,776 131% 85,000 240% 1,808,408 121% 

2,000  355,557 -34% 751,811 -36% 0 -100% 1,107,367 -39% 

2,001  514,621 45% 477,979 -36% 0 n.a. 992,600 -10% 

全体比 51.8%   48.2%   0%  100%   

2,002  314,013 -39% 1,091,130 128% 2,748 na. 1,407,892 42% 

全体比 22.3%   77.5%   0.2%  100%   

2,003  420,193 34% 1,026,515 -6% 12,772 365% 1,459,480 4% 

全体比 28.8%   70.3%   0.9%  100%   

2,004  584,058 39% 3,034,300 196% 838,677 6467% 4,457,037 205% 

全体比 13.1%   68.1%   18.8%  100%   

累計 3,653,219  9,211,519 1,318,031  14,182,777   

全体比 25.8%  64.9% 9.3%  100%   

 資料：AGCI 

 

チリ国との三角協力における我が国以外のパートナーとしては、過去に実績のある国は

ベルギー(フランドル)、フィンランド、アメリカ(USAID)、現在も進行中であるのは、ドイツ

(GTZ)、国連食料農業機構(FAO)、スウェーデン、今後予定されているのはスペイン・バス

ク自治州、EU が挙げられる。ただし、チリ政府が実施している三角協力の中でパートナー

シッププログラムを結んでいるのは、日本との間のみであり、他のドナーとは個別事業に関

する実施合意を単発的に結んで事業を実施している。 

 

現在 AGCI の CTPD(水平協力部)の運営事業費の大部分は JCPP 事業に充当されて

おり、チリの南南協力における重要度・優先度の高い援助ツールとなっている。運営事業
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費について、前述の 2.4.1.(3) CTPD/AGCI の運営事業費実績・予算、及び後述の 4.1. 

(2) 2) チリ（AGCI）プロジェクト経費を参照。 
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第 3 章 評価調査の方法 

 

 3.1 評価の方法 

   本プロジェクトの評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践

的手法』（2003 年・独立行政法人国際協力機構）に基づいて行われた。5 項目評価は、

第2章2.2.で述べたとおり、本調査において上位目標が修正された最終版PDM （2006

年 2 月版、PDM version 3）を用いて、行われた。 

調査のプロセスと作業概要は、以下のとおりである。 

 

(1)国内準備期間 

1) PDM 内容の確認（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

2) PDM にもとづく調査用評価グリッド表（実績・実施のプロセス、評価五項目）の作成

（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

3) プロジェクト報告書と関係資料のレビュー（評価調査団員） 

4) 調査対象訪問先選定と質問表、インタビュー表の作成（調査団員、現地専門家、

関係者との会議） 

 

(2) 現地調査期間 

1) 相手国関係者への終了時評価の目的、方法、作業内容の説明（PDM,評価グリッド

内容の確認）（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

2) 質問紙表調査（調査団員） 

3) インタビュー調査（調査団員） 

4) 調査結果についての協議（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

5) ５項目にもとづく合同評価協議（調査団員、現地専門家、関係者との会議）。 

 

 3.2 主な調査項目と情報・データ収集方法 

調査項目は、PDM のプロジェクト目標、成果に対応する各指標と、その他、これら達成

の精査に必要となる項目が選定された。また、各調査項目の結果を確認するために必要

な情報が選定された。主な調査方法は、デスクレビュー、質問表調査、インタビュー調査、

協議である。 

これら、調査項目、必要情報、情報収集方法について、次頁の「調査用・評価グリッド」

を参照。 
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「調査用・評価グリッド」     調査ステップ１．実績・実施のプロセスの確認                                      

評価項目 評価設問 必要な情報・データ:  Information #  1)̃20) 情報源と調査方法 

実績と上位目標達成度の見込み 

投入の実績 

 ・投入は予定どおりか 

1)日本人専門家派遣、CP・研修員受入、チリ国内研修実施、広域セミナー実施、プロ

ジェクト案件形成調査団派遣、チリ人専門家派遣、機材調達、事業費の措置 

報告書(進捗報告書、業務完了報告書等)レビュー、 

日本人専門家・CP(AGCI)へヒアリング 

2) 問い合わせ国からの案件要請書の提出状況 (受理案件の 80% )(指標 1-1) 報告書レビュー、 日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

3) 評価シート（要請案件ごとの評価表）の活用状況 (受理案件の 100%) (指標 1-2) 報告書レビュー、 日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

成果の達成度 

1. AGCI の JCPP 活動実施計

画能力は強化されたか 4) 派遣調査団の調査報告書提出状況（100%）（指標 1-3） 報告書レビュー、 派遣調査団チリ人専門家への質問票 

2.案件形成能力は強化されたか 5) AGCI における PCM 手法の計画立案モデレータ養成状況(年 2 名)(指標 2-2) 報告書レビュー、日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

3. M&E は強化されたか 6) AGCI における PCM 手法モニタリング･評価モデレータ養成状況（指標 3） 日本人専門家・CP へのﾋｱﾘﾝｸﾞ、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ評価調査団への質問票 

7) JCPP 活動の広報状況・ＨＰ作成状況 (指標 4-1) 報告書レビュー、JCPP ＨＰレビュー 
4.広報能力は強化されたか 

8) HP の更新状況（3 ヶ月ごと）(指標 4-2) 報告書レビュー 

9) PCM 手法の研修訓練の研修生数（終了までに 470 人）(指標 5-３) 報告書レビュー、日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 5. PCM 手法は十分に活用さ

れているか 10) PCM 手法を導入したチリ国内大学 (1 大学以上)(指標 5-2) 報告書レビュー、日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

11) JCPP 事業の PDM とモニタリングシート作成状況（100%）、事業モニタリング実施状

況（国別、プロジェクト別）(プロ目の指標１) 

報告書レビュー、各プロジェクトの協議議事録、 

日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

12)ミニプロ事業のモニタリング報告書、評価報告書作成状況（100%）(指標 2) 報告書・モニタリングシート・ミニプロ評価報告書レビュー 

プロジェクト目標の達成度  

チ リ 国 際 協 力 庁 （ AGCI ） の

JCPP の活動実施能力は強化

されているか 
13)広域セミナー、 ディプロマ・第三国研修の終了時評価報告書の作成状況（100%）

(指標３) 

報告書レビュー、調査参加団員への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ、広域セミナ

ー、・ディプロマ・第三国研修参加者への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

 

上位目標の達成見込み  

移転した技術により、JCPP 事

業の効率的･効果的な実施を

促進すると見込れるか 

14) 全事業中、評価調査により適切・効果的と判断された JCPP 事業の％ 

また、プロジェクトで導入された技術による援助国別の支援方針と案件目的の明確化、

援助国のニーズに合致した計画立案能力、適切なモニタリングと評価の実施能力の現

状 

報告書レビュー、 過去の JCPP 事業調査報告書レビュー 

①「エルサルバドル家畜繁殖」②「ドミニカ共和国教員養成」終了時

評価調査団へのグループヒアリング、派遣調査団チリ人専門家へ

の質問票 
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実施プロセス 

活動進捗状況は予定通りか 15) PDM に記載された活動の、実施・進捗状況 報告書レビュー、日本人専門家・ CP・JICA チリへのヒアリング 

モニタリング実施体制は適切・

定期的に実施されたか 

16) モニタリングの実施・報告状況、プロジェクト合同委員会（Comite Conjunto: JCC）

の実施状況、関係機関への報告状況、モニタリング結果の活用状況 

報告書レビュー、日本人専門家・CP への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

JICA チリ事務所へのヒアリング 

専門家と C/P のﾁｰﾑﾜｰｸ 17) コミュニケーションと共同作業による問題や困難への対応状況 日本人専門家・CP へのの質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

18) C/P 配置状況 報告書レビュー 

19) 実施機関と C/P の、プロジェクト実施へのイニシャティブと参加状況 日本人専門家・AGCI へのヒアリング 

 

相手国実施機関のオーナー

シップは十分か 
20) チリ国側の予算措置状況、活動におけるコストシェア状況(外部条件) 報告書レビュー、AGCI への質問表 

 

調査ステップ 2.  5 項目別評価 

評価５項目 評価設問 必要な情報・データ :  Information # 21)̃４3) 情報源と調査方法 

妥当性 

上位目標は相手国開発政策に整合するか 21)チリ国政府の開発政策との整合性（外部条件） JCPP 合意文書、JCPP 活動報告書 AGCI への質問表、 RD 署名文書 

目標は相手国ニーズに合致しているか 22)AGCI の水平協力政策との整合性 (外部条件) AGCI への質問表、 AGCI “Memoria 2004”レビュー、AGCI HPwebsite  

23)中南米諸国・カリブ地域への裨益 
資料レビュー、 AGCI への質問表、上位目標達成見込み#14)レビュー 

派遣調査団チリ人専門家とﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ評価調査団質問票の結果 
直接的ターゲットグループ(AGCI)以外への

波及効果は期待できるか 
24)他ドナー案件との相互補完性 AGCI・ JICA チリ事務所への質問票・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

25)日本の南南協力政策との整合性 ODA 大綱、JICA「課題別指針」・「南南協力支援ガイドライン」レビュー 

 

日本の援助政策に整合するか 
26)日本の技術の優位性と協力の適正性 日本人専門家・AGCI・ JICA チリ事務所への質問票・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

有効性 

27)プロジェクト目標の総合的な達成度合い プロジェクト目標達成実績(指標の達成度)を分析 

28) 成果 1̃5 の総合的な達成度合い 成果達成実績(指標の達成度)を分析 

 活動を実施し得られた成果により、どの程度

「JCPP 活動実施能力が強化（プロジェクト目

標）」が達成されたか 29) 設定した成果内容のプロ目標達成の適切性 有効性 27) 28)の因果関係と効果を分析 
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  30) プロジェクト目標達成の阻害要因の有無 報告書レビュー、日本人専門家・ CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

効率性 

31)達成された成果の費用対効果 
有効性、投入実績・実施プロセス を分析、JICA と他ドナー類似案件資料レビュー、

JICA チリ事務所への質問票・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

32)投入（人材、資機材、資金など）活用の適正性 実施プロセスと 有効性を分析、直接観察（機材等） 

33)活動実施時期とプロセスの適正性 実施プロセスと 有効性を分析 

 
投入された資源（コスト、人材、機材等）は適

切に活用され、必要な成果が得られたか 

34)C/P を含む運営スタッフの定着度（外部条件） 報告書レビュー、実施プロセスの分析、日本人専門家・ CP(AGCI)へのﾋｱﾘﾝｸﾞ 

インパクト（予測） 

35)上位目標達成の見込み、そのための提言 報告書レビュー、実績表の上位目標達成見込み # 14)を分析 

36)中南米における JCPP の援助裨益と実施必要性  上位目標達成見込と妥当性と有効性の分析、JCPP 事業報告書レビュー  
プロジェクト実施により間接的な波及効果は

あるか 
37)技術的側面での予期されなかった負の効果 日本人専門家・CP・ AGCI・ JICA チリ事務所への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

自立発展性(見込み) 

38) 政府の今後の JCPP(南南協力)を推進方針 妥当性の分析、AGCI・ JICA チリ事務所への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 
相手国の同政策の継続性は見込まれるか 

39) 同事業を進めるための制度整備状況 報告書レビュー、AGCI・日本人専門家への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

実施機関 AGCI の同事業を推進する組織運

営管理能力・制度・財政は十分か 

40) 今後の南南協力推進のための AGCI の中南米諸

国・カリブ地域の支援事業企画/実施体制、財源 

AGCI・日本人専門家・ JICA チリ事務所への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ、報告書レビュー 

 

41) 中核の技術（案件発掘・企画実施・モニタリング評

価等の事業運営管理）の習得の質と量 
報告書、有効性の分析、日本人専門家へのﾋｱﾘﾝｸﾞ 

技術の定着度と、普及のしくみは十分か 
42)技術移転をうけた CP は組織内で 2 次移転を実施し

ており、当該技術の普及は可能か 
日本人専門家・CP(AGCI)への質問表・ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

 

その他自立発展性にかかわる要因 

43) 継続的 JCPP(南南協力)に必要な、ニーズ調査・案

件発掘形成・事業実施・モニタリング評価技術は、十分

であるか、それに関わる提言や教訓 

調査結果を総合的に分析（結論・教訓・提言） 
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第 4 章 実績・実施プロセスの調査結果 

 

 4.1 投入の実績  

  (1) 人材と技術指導 

初年度に、PCM 手法導入の技術指導に遅れが生じて、追加的にローカルコンサル

タントを雇用して PCM 手法の技術指導を補足した以外は、すべて予定どおりである。

人材の配置について、次頁を参照。 

     

(2) プロジェクト経費 

日本側とチリ側のプロジェクト経費投入実績は日本側約 56%、チリ側約 44%である。

ただし、ミニプロ調査派遣や広域セミナー、ディプロマ・第三国研修と研修員受け入

れ実施等の JCPP 活動については（費目１）、ほぼ 50%ずつの配当である。 

 

１）日本側 (Unit:1,000円）
費目 2003実績 2004実績 2005実績

1
JCPP活動実施経費、ローカルコンサルタント傭
上費、機材調達費

47,502 50,500 23,060

2 日本人長期専門家派遣経費（2名） 4,911 12,403 12,424
3 日本人短期専門家派遣経費（4名） 8,758 13,389 2,476
4 チリ人CP本邦研修経費 0 1,667 4,309
5 日本からの事業調査派遣 0 491 2,498

年度別計 61,171 78,450 44,767
累積　総計 61,171 139,621 184,388

２）チリ側 （Unit:1CLP)
費目 2003実績 2004実績 2005実績

1 JCPP活動実施経費 212,516,164 220,108,695 202,961,961
2 本邦研修にかかる手続き料・交通費等 0 0 1,260,758

年度別計 212,516,164 220,108,695 204,222,719
累積　総計 212,516,164 432,624,859 636,847,578

US$ 交換レート
56.36% 日本側 1,554,390 （1Yen=0.00843US$)
43.64% チリ側 1,203,642 （1CLP=0.00189US$)

双方合計 2,758,032

注：CPの給与･福利厚生等人件費、水道ガス電気等ユーティリティはAGCI全体に含まれる

 
 

投入については、第 7 章 7.6. Joint Evaluation Report の ANNEX 2 を参照。 

 

4.2 活動の進捗状況と実施プロセス 

 6 ヶ月ごとにモニタリングが行われ、活動の進捗と成果の達成状況が確認された。結果

は記録され、必要な改善も実施された。日本人専門家による技術指導、本邦研修は、CP

の技術習得の進捗にあわせて行われ、効率的な技術移転である。総合的に活動の実施

プロセスは円滑で、活動 5-4 を除き（4.4.に後述）予定通りで、進捗状況は良い。 



 

 

 日本人専門家、チリ人カウンターパート、関係協力者、ローカルコンサルタントの配置状況  

日本人専門家

山田　真美 JCPP強化 JICA 長期専門家 R/D

布施　和博 JCPP強化 JICA 長期専門家

富岡　丈朗 PCM手法、Ｍ＆Ｅ JICA 短期専門家

伊藤　拓次郎 PCM 教材開発、研修評価 JICA 短期専門家

長町　昭 PCM手法、教材開発 JICA 短期専門家

チリ人カウンターパート、協力関係者、ローカルコンサルタント

Marcelo Rozas, Sr. Project Director Executive Director, AGCI R/D

Arturo Vergara, Sr. Project Manager Jefe/Depto.Cooperación Horizontal/AGCI

Hernán Acuña, Sr. Project Coordinator Coordinador de Programa/ Depto.Cooperación
Horizontal/AGCI

Patricio Pérez, Sr. Project Coordinator Coordinador de Programa/Depto.Política y
Planificación/AGCI

Paulina Soto, Sra. Project Coordinator Coordinador de Programa/ Depto.Cooperación
Horizontal/AGCI

Sofía Rodríguez , Sra. Project Officer Oficial de Programa/
Depto.Cooperación Horizontal/AGCI

Gabriela Léon, Srta. Project Officer Oficial de Programa/
Depto.Cooperación Horizontal/AGCI

Valeria Matus, Srta. Project Officer Oficial de Programa/
Depto.Cooperación Horizontal/AGCI

Daniela Rodríguez, Srta. Project Officer Oficial de Programa/
Depto.Cooperación Horizontal/AGCI

Marcela Sottolichio, Sra Project Superviser Jefe / Depto.Política y Planificación/AGCI

Marcela Quezada,Srta Project Officer Coordinador de Programa/Depto. Cooperación
Bi-Multilateral/AGCI

Janet Palominos,Sra Cooperator Oficial de Programa/Depto.Política y Planificaci
ón/AGCI

Alfredo Rojas,Sr. Cooperator Coordinador de Programa/Depto.Formación y
Becas/AGCI

Luis Aguayo,Sr. Cooperator Unversitidad Pontificada Catolica de Valparaiso

Mario Santander,Sr. Project Officer JICA Chile Office

Robinson Ibarra, Sr. Local consultant PCM method introduction, PCM committee
setting

June 25, 2005 - Aug. 31,

Sep.1, 2003 - Jul.9, 2005

Apr.3-May.17, 2004

Sep-Dec.2003

Jan.18-Feb.9 Training in Japan

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

June 1- Aug.31,2004 Nov.3,4,2005Nov.1 2004 -Mar.31, 2005

July-Sep.2004

Nov.5-Dec.3,

Oct.8-Nov.4 Training in Japan

Oct.8-Nov.4 Training in Japan

Oct.8-Nov.4 Training in Japan

Oct.8-Nov.4 Training in Japan

Oct.8-Nov.4 Training in Japan

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006
Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Aug.1, 2005 - Aug.31, 2006

Sep.1, 2003 - Aug.31, 2006

Oct.8-Nov.4  Group training in Japan

Oct.8-Nov.4 Group training in Japan
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 活動実績（Accomplishment of Plan）     ★ 実績   ☆ 予定          注：活動 1.6 及び活動 3.4 の派遣調査について、19 頁の表を参照。 
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年 度

活    動 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5 6 7 8
特 記 事 項 ★ R /D ★ M o n ito r in g ★ M o n ito r in g ★ E va lu a t io n  S tu d y

委 員 会 等 ★ J C C ★ H C E M ★ H C E M H C E M ★ ★ J C C
1 - 1 .チ リ 人 専 門 家 派 遣 、 チ リ で の 研 修 員 受 入 事 業 、
J C P P ミ ニ プ ロ の 要 請 書 の 標 準 化 を 図 る
1 -2 . J C P P の ニ ー ズ 把 握 の た め の 援 助 窓 口 機 関 と の
ワ ー ク シ ョ ッ プ を 毎 年 開 催 す る

★ ★ ★ ★

1 -3 .受 理 し た 要 請 を 検 討 す る た め の 、 案 件 ご と の
チ ェ ッ ク リ ス ト 様 式 の 「 案 件 評 価 表 」 を 作 成 し 、 リ ス ト を
使 っ た 実 施 可 能 性 分 析 を 実 施 す る

1 -4 . J C P P の ロ ン グ 、 ミ ド ル 、 シ ョ ー ト リ ス ト を 作 成 す る

1 -5 .J C P P 計 画 委 員 会 を 毎 年 開 催 す る ★ ★ ★ ☆

1 -6 .共 同 プ ロ 形 調 査 団 を 実 施 す る
★
1

★
2

★
3

★
4

☆
5

2 -1 .チ リ 人 カ ウ ン タ ー パ ー ト に 対 し て 、 P C M ワ ー ク シ ョ
プ ・ モ デ レ ー タ ー 育 成 訓 練 を 実 施 す る

E l S a lv a d o r

2 -2 . A G C I、 J IC A 、 受 益 国 に よ る 案 件 ご と の P D M を 作
成 す る

E c u a d o r ★ ★ P e ru

2 -3 . 「 モ ニ タ リ ン グ シ ー ト 」 に よ る 案 件 ご と の 活 動 計 画
を 作 成 す る

E c u a d o r ★ ★ P e ru ★ D o m in ic a n  R e p .

3 -1 .モ ニ タ リ ン グ ・ 評 価 者 の 育 成 訓 練 を 実 施 す る
★ ★ ★ ★ ☆

3 -2 .  「 モ ニ タ リ ン グ ・ シ ー ト 」及 び 「 最 終 評 価 報 告 書 」 の
様 式 作 成 と 、 こ れ ら を 作 成 す る た め の ガ イ ド ラ イ ン を 作
3 -3 . 各 J C P P 案 件 ご と の P D M に 記 載 さ れ て い る 投 入
と 活 動 の 達 成 状 況 を 定 期 的 に モ ニ タ リ ン グ し 、 結 果 を
「 モ ニ タ リ ン グ ・シ ー ト 」 に ま と め る

★ ★ ★ ★ ☆

3 -4 .各 J C P P 案 件 ご と の P D M に 記 載 さ れ て い る 「 指
標 」 及 び 「 外 部 条 件 」 の 変 化 を 定 期 的 に モ ニ タ リ ン グ
し 、 結 果 を 「モ ニ タ リ ン グ ・ シ ー ト 」 に ま と め る

★
１
E

★
2
E

★
3
M

★
4
M

★
5
M

★
6
M

★
7
E

★
8
E

☆
9
M

3 -5 .各 J C P P 活 動 ・ 案 件 ご と の 「 事 業 終 了 時 評 価 報 告
書 」 を 作 成 し 、 さ ら に 第 三 国 研 修 実 施 機 関 の 評 価 業 務
の 重 要 性 に つ い て の 意 識 向 上 を 図 る

R e p o rt o f  R e g io n a l S e m in a rs  a n d  In t 'l C o u rs e s F in a l R e p o r t  o f  R e g io n a l S e m in a rs  a n d  In t 'l C o u rs e s

3 -6 . J C P P 活 動 ・案 件 を ま と め た 「 プ ロ ジ ェ ク ト 年 間 報
告 書 」 を 作 成 す る

★ ★ ☆

4 -1 .J C P P  W e b サ イ ト を 作 成 す る ★

4 -2 .J C P P   W e b サ イ ト の 定 期 的 な デ ー タ 更 新 を 行 う ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ☆ ☆

4 -3 . 広 報 ビ デ オ を 作 成 す る

4 -4 . 広 報 出 版 物 情 報 を J C P P  W E B サ イ ト 上 の 表 に 適
宜 記 録 す る

★ ★ ★ ★ ★ ★ ★ ☆ ☆

5 -1 . P C M  ワ ー ク シ ョ ッ プ 実 施 マ ニ ュ ア ル と 講 義 テ キ ス
ト を 作 成 す る

f irs t  d ra f t    re v is io n

5 -2 . J C P P 活 動 担 当 の チ リ 人 カ ウ ン タ ー パ ー ト の 、
P C M ワ ー ク シ ョ ッ プ 実 施 経 験 の 機 会 を 設 け る

★
★ ★ ★ ★

5 -3 . P C M 手 法 活 用 シ ス テ ム の 整 備 ・ 強 化 を 行 う ★

5 -4 . 外 部 組 織 （ 大 学 等 ） に よ る P C M ワ ー ク シ ョ ッ プ の
実 施 促 進 を 図 る

2 0 0 5 2 0 0 62 0 0 3 2 0 0 4

M o n ito r in g  o f  th e P ro je c t

　 　 3  U n iv e rs it ie s  tra in e d P re p a ra tio n  o f  a g re e m e n t b e tw e e n  A G C I a n d  U n iv e rs it ie sP C M  C o m m itte e  c re a te d

in  C h ile ,  P e ru , E l S a lv a d o r
2 2 9  p a rt ic ip a n ts

in  C h ile  a n d  A rg e n tin e
9 1  p a rt ic ip a n ts

in  C o lo m b ia a t C o n tu rm o  C o u n ty ,
B io -B io  R e g io n

E l S a lv a d o r

fo r  C h in q u ih u e  F o u n d a tio n , P u e rto  M o n tt

fo r  V a lp a ra is o  C a th o lic  U n iv e rs ity
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4.3. プロジェクトの主な成果 

 

 (1) 成果１「AGCI の受益国のニーズ把握能力及び JCPP 活動計画能力が強化される」 

ニーズ把握のワークショップは年に 1 度実施されており、毎年 40 以上の地域、計

17 カ国のから、70 名以上が参加し、JCPP への要請提出を効果的に促進している。 

この成果として、ワークショップ参加者である受益国窓口機関からの要請書提出状

況は、2006 年 3 月で目標 80%に対して 79% であり、良好な成果を見せている。AGCI

およびJICAチリ事務所は、要請書を受けて新規案件候補をリストアップし（ロングリスト

の作成）、双方の協議のもと継続案件も含めてこれらの案件を絞り込んでミドルリストを

作成する。さらにJICAルートおよび必要に応じチリ外交ルート等を通じてミドルリストに

対するコメント依頼を行い、それを踏まえて再度双方協議の上、ショートリストを作成し

ている。 

  上記のリストのフォーマット、各案件の PDM、要請案件の検討表のフォーマット等

は、本プロジェクトによって準備されたものである。現在、AGCI の水平協力部におけ

る JCPP 事業運営管理業務は、これらのフォーマットと手続き形式を活用して、実施さ

れている。 

 

(2) 成果 2 「AGCI の JCPP 案件形成能力が強化される」 

本プロジェクトでは PCM 手法が導入され、現在 AGCI の水平協力部では、JCPP 事

業のニーズ把握と案件形成すべてに、同手法が活用されている。 

カウンターパートの PCM 手法の習得状況は良好であり、2006 年 3 月現在、計画立

案のモデレーターが 7 名養成され、うち 6 名はミニプロの案件形成調査派遣にも参加

し、実践的な経験を積んでいる。期間中には計 5 名のモデレーターの養成を目標とし

ているが、これはすでに達成しており、技術移転の進捗状況は順調である。 

 

(3) 成果 3 「AGCI の案件のモニタリング・評価能力が強化される」 

 前述のとおり、本プロジェクトではPCM手法が導入され、JCPP事業のモニタリング・

評価は、同手法が活用されている。 

現在、モニタリング・評価のモデレーターが 7 名養成されており、うち 3 名が調査派遣

に参加するなど実践的な経験を有する。インタビュー調査によると、7 名のうちのほと

んどが、モニタリング・評価調査は難しく、継続的に技術的な指導を仰ぎたいと述べて

おり、質的な向上のための学習が必要であると考えられる。今後は、調査派遣の経験

を増やすとともに、実践力を育成することが求められる。 

 

本プロジェクトでは、JCPPのミニプロジェクトに関わる案件形成調査が5件、モニタリ

ング・評価調査が8件、計8カ国で実施されている。このほか、プロジェクト期間中には、

広域セミナー18 件、外国個別研修員受入れ 3 件 (3 カ国)、ディプロマコース 4 件に関



 

20 

わる実施支援が行われている。導入された手法や技術は、このように速やかに実際業

務へと活用されており、CP や関係者の実践力を育成している。 

なお、上記 JCPP 活動、調査の実施、事業運営管理等にかかわり、7 種のマニュア

ルと案件検討表が作成されている。これらは水平協力部において適宜用いられ、

JCPP 実施運営管理の基本手引書として、活用されている。 

 

プロジェクトで整備した JCPP 実施マニュアルと案件検討表 

1 Manual de Procedimiento para Seminarios Regionales en el Marco de JCPP
(JCPP枠組みでの広域セミナー実施マニュアル）

2 Manual de Procedimiento para la Misión de Estudio en Formulación de Proyectos en el Marco de JCPP
(JCPP枠組みでのプロジェクト形成調査実施マニュアル）

3 Manual de Procedimiento para la Misión de Monitoreo y Evaluación de Proyectos en el marco de JCPP
(JCPP枠組みでのプロジェクトモニタリング・評価実施マニュアル）

4 Manual de Procedimiento para los Cursos Internacionalesen el Marco de JCPP
(JCPP枠組みでの第三国研修実施マニュアル実施マニュアル）

5 Manual de Procedimiento para la Ejecución de Proyectos en el Marco de JCPP
(JCPP枠組みでのプロジェクト実施マニュアル）

6 Manual de Procedimiento de los Talleres para la Enseñanza de la Metodología de PCM en el Marco de JCPP
(JCPP枠組みでのPCM手法研修実施マニュアル）

7 Manual de Procedimiento para la Articulación con Cooperación Bilateral en el marco de JCPP
(JCPP枠組みでの二国間協力との連携実施マニュアル）

8 Pauta de Evaluación de Demandas JCPP
(JCPP要請案件検討票）  

 

プロジェクトで実施した派遣調査 

調査時期（調査種）分野 関係機関

1 ペルー 2004年3月 貝類養殖
(チリ側)カトリカデルノルテ大学(Universidad Catolica del Norte)
　　　　チンキウエ公社(Fundacion Chinquihue)
(ペルー側)国家漁業開発基金(FONDEPES-Ministerio de la Produccion)

2 コロンビア
2005年2月
(要請背景確認)

水産養殖
(チリ側)カトリカデルノルテ大学(Universidad Catolica del Norte)
(コロンビア側)コロンビア国立大学(Universidad Nacional)
　　　　　　　　　マグダレナ大学(Universidad del Magdalena)

3 エルサルバドル 2005年4月 輸出振興
(チリ側)外務省輸出振興局(PROCHILE)
(エルサルバドル側）エルサルバドル輸出振興局(EXPORTA El

4 コスタリカ 2005年10月 障害者リハビリテーション
(チリ側)厚生省、ペドロアギーレセルダ国立リハビリテーション病院
(INRPAC)

5 コロンビア 2006年3月 貝類養殖
(チリ側)カトリカデルノルテ大学(Universidad Catolica del Norte)
(コロンビア側)マグダレナ大学(Universidad del Magdalena)

1 キューバ
2003年10月
(評価)

海水魚養殖
(チリ側)カトリカデルノルテ大学(Universidad Catolica del Norte)
(キューバ側)水産研究試験所(Centro de Investigacion Pesuqera)

2 ボリビア
2003年12月
(評価）

動植物検疫
(チリ側)農牧庁(SAG)
(ボリビア側)国家農牧衛生食品安全サービス局(SENASAG)

3 エルサルバドル
2004年9月
(モニタリング）

家畜繁殖
(チリ側)チリ・アウストラル大学全国家畜繁殖飼養管理訓練センター
（CENEREMA-Universidad Austral de Chile)
(エルサルバドル側)農牧省（MAG)

4 ドミニカ共和国
2004年11月
(モニタリング）

教員養成
(チリ側)チリ・カトリカ大学(Pontificia Universidad Catolica Chile)
(ドミニカ共和国側)教育省教員養成センター（INAFOCAM)

5 エクアドル
2005年8月
(モニタリング）

零細漁民組織強化
(チリ側)サンティアゴ大学(Universidad de Santiago de Chile)
(エクアドル側)大統領府北部開発室(UDENOR)

6 エルサルバドル
2005年9月
(モニタリング）

家畜繁殖
(チリ側)チリ・アウストラル大学全国家畜繁殖飼養管理訓練センター
（CENEREMA-Universidad Austral de Chile)
(エルサルバドル側)農牧省（MAG)

7 ドミニカ共和国
2006年1月
（評価）

教員養成
(チリ側)チリ・カトリカ大学(Pontificia Universidad Catolica Chile)
(ドミニカ共和国側)教育省教員養成センター（INAFOCAM)

8 エルサルバドル
2006年2月
（評価）

家畜繁殖
(チリ側)チリ・アウストラル大学全国家畜繁殖飼養管理訓練センター
（CENEREMA-Universidad Austral de Chile)
(エルサルバドル側)農牧省（MAG)

国名
ニーズ把握･案件形成調査

モニタリング・評価調査
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プロジェクトで実施支援したその他 JCPP 活動： 

 

広域セミナー 

開催国(機関） セミナー名 セミナー期間 参加国

1 ペルー 援助窓口機関連携強化 2003年10月13日～17日 中南米各国(38名）

2
ジャマイカ
(CARICOM)

貿易促進 2003年10月20日～24日 CARICOM諸国(17名）

3 ボリビア ニッチ市場開拓 2003年11月24日～25日 南米各国(12名)

4 チリ
パートナーシッププログラム国際セ
ミナー

2004年1月14日～16日
アジア、アフリカ、中南米地域
PP締結11カ国(26名)

5 チリ 流域管理 2004年3月22日～26日 南米4カ国(16名）

6 エルサルバドル 輸出振興 2004年3月29日～30日
中南米13カ国、CARICOM(55
名）

7 パナマ ガバナンスと青少年育成 2004年5月12日～14日 中南米13カ国、CARICOM
8 ホンジュラス 基礎教育 2004年5月26日～28日
9 エルサルバドル 地域開発 2004年7月5日～7日

10 ニカラグア 中小企業支援 2004年8月3日～6日 中南米14カ国

11 チリ PCM研修 2004年8月10日～12日
中南米在外事務所ナショナル
スタッフ

12 アルゼンチン 援助窓口機関連携強化 2004年9月1日～3日

13 コロンビア 南南協力に向けた能力開発 2004年9月22日～24日
中南米14カ国、CARICOM、各
ドナー

14 ボリビア ミバエ検疫 2004年10月4日～8日 8カ国
15 ウルグアイ 輸出振興 2004年11月17日～19日 8カ国
16 チリ 鉱山管理 2004年11月22日～26日 南米各国

17
エルサルバドル
(ICESPO）

市民安全 2005年3月1日～3日 中米9カ国

18 ニカラグア
中小企業支援(組織化･ジェン
ダー・地域経済開発）

2005年5月24日～27日 中南米13カ国、CARICOM
 

ディプロマコース 

チリ側実施機関 研修名 研修期間 主な派遣概要 参加国

1
チリ国際協力庁（AGCI)
首都教育大学（UMCE)

教育の公平と質の向上 2003年9月26日～11月28日
日本側：日本人講師派遣(ホンジュ
ラス派遣専門家1名）
チリ側：研修実施経費

中南米10カ国

2
チリ国際協力庁（AGCI)
首都教育大学（UMCE)

教育の公平と質の向上 2004年8月30日～11月18日
日本側：日本人講師派遣(ホンジュ
ラス派遣専門家2名）
チリ側：研修実施経費

中南米10カ国

3
チリ国際協力庁（AGCI)
首都教育大学（UMCE)

教育の公平と質の向上 2005年9月5日～11月25日
日本側：日本人講師派遣(ホンジュ
ラス派遣シニア隊員1名）
チリ側：研修実施経費

中南米10カ国

4
チリ国際協力庁（AGCI)
バルパライソ・カトリカ大学
（UCV)

国際協力における交渉
とマネジメント

2005年10月17日～11月18日
日本側：日本人講師派遣(「JCPP
強化」短期専門家1名）
チリ側：研修実施経費

中南米13カ国

 

 

個別研修員受入れ 

参加国 研修名 研修期間 　受入数

1 エルサルバドル 道路整備 2003年9月26日～11月28日 2名

2 ペルー 貝類養殖 2003年11月4日～7日 1名
3 ニカラグア 中小企業支援 2003年12月2日～10日 2名
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(4) 成果 4 「AGCI の JCPP 活動広報能力が強化される」 

  予定どおり、JCPP のホームページが作成され、JCPP の全活動が紹介されている。

ホームページは最低 3 ヶ月に一度、必要に応じて更新されている。このほか、JCPP ビ

デオが英語とスペイン語で作成され、受益国援助窓口機関(ラテンアメリカ・カリブ諸国

全 29 カ国)へ送付され、JCPP 事業の紹介と理解促進のために活用されている。 

 

(5) 成果 5 「PCM 手法 を活用した JCPP 事業がより拡充される」 

   PCM 手法の紹介と普及、JCPP アクターの開拓を主目的として、2006 年 3 月までに、

大学、公共団体、地方自治体、関係諸機関を招いて、計 30 回の PCM ワークショップ

が実施された。ワークショップでは PCM 手法の説明、開発事業の計画立案とモニタリ

ング・評価方法のテクニック、JCPP 事業の内容等が紹介されている。 

参加団体と参加者数は、当初予定の 250 人を大きく上まわり、これまで 445 人以上

が参加している。プロジェクト終了までには、470 人となることを見込んでいる。 

 

プロジェクトで実施した PCM ワークショップ概要 

年 ワークショップ名称 実施場所 参加者数
2003 PCM General AGCI 7

PCM General JICA 8
Planificacion AGCI 7
PCM General AGCI 3
Planificacion AGCI 7
Monitoreo y Evaluacion AGCI 14
Modificacion de PDM y pre-evaluacion Peru 10
Monitoreo  Chile カトリカデルノルテ大学コキンボ校 7
Planificacion Chile 首都教育大学 26
Monitoreo  Chile　ｱｳｽﾄﾗﾙ大学全国家畜繁殖飼養管理訓練ｾﾝﾀー 18
Monitoreo y Evaluacion Chile 首都教育大学 20
PCM General y Monitoreo  Chile 首都教育大学 5

2004 Analisis de problemas Honduras 35
PCM General Chile 公共事業省 4
Monitoreo  AGCI 8
Monitoreo  AGCI 8
Introduccion general de PCM y Revision de PDM0 y PDM1 Peru 23
Formulacion de Plan de Operacion AGCI 6
Elaboracion de PDM El Salvador 13
Introduccion de PCM, Monitoreo y Evaluacion,Cursos Internacionales JICA 11
Introduccion de PCM para Miembros de Comite Chile サンティアゴ大学 n.a.
Introduccion de PCM Santiago,Training for JICA Local Staff 24
Monitoreo y Evaluacion de Proyectos de Coop.Internacional Argentina 56

2005 Taller Formulacion de Proyecto U.Nacional Bogota,Colombia 9
Taller Formulacion de Proyecto U.del Magdalena Santa Marta,Colombia 20
Taller PCM,Planificacion Participativa Contulmo,Ⅷ Region Chile 25
Taller de Analisis de Objetivos y Alternativas San Salvador, El Salvador 23
Taller de Monitoreo San Salvador, El Salvador 13
Taller PCM,Planificacion Participativa Puerto Montt 21
Taller PCM,Monitoreo y Evaluacion Valparaiso 14

445参加者数　計  
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PCM ワークショップの実施日、参加団体、モデレーター担当者等詳細については、第

7 章 7.6 Joint Evaluation Report の ANNEX 3-5-2 を参照。 

 

上記のワークショップ開催以外に、PCM 委員会が AGCI, JICA チリ事務所、大学関

係者をメンバーとして設立され、今後 PCM 手法の普及を促進するために、活動を展

開する予定となっている。AGCI 職員に代わって、JCPP 事業のための PCM ワークショ

ップ実施者となる大学の発掘を予定しているが(成果 5 の指標 5-2.)、現在のところ、同

意した大学はまだない。 

 

 （6） プロジェクト目標 「AGCI の JCPP 活動実施能力が強化される」 

上記、成果において確認したとおり、現在 AGCI の水平協力部は、本プロジェクトで

導入した書手続き書類、マニュアルを活用し、PCM 手法によりニーズ把握、案件形成、

モニタリング・評価調査を行っている。（１）～（３）で前述のとおり、導入された技術は速

やかに実際業務に用いられ、業務の効率化をもたらすとともに、効果的な能力向上を

促していると判断された。すなわち、本プロジェクトより、JCPP 事業実施・運営管理の

基本的な環境が整備され、効率的・効果的な JCPP 活動実施を促進していることが確

認された。 

AGCI 水平協力部及びカウンターパートへの質問紙票調査、インタビュー調査によ

っても、AGCI 及びカウンターパーと全員が、本プロジェクトによるハード及びソフトウェ

アの環境整備が JCPP 事業の効率化をもたらしていると回答している。他方、案件の

選定と採択、事業のモニタリング・評価業務について、業務の質や技術レベルが不十

分であると考えている職員もあり、今後はこれらの項目についての追加的な技術指導、

日本側からのフォローアップも必要であると考えられる。第 7 章・質問紙票調査結果の

(2)「カウンターパートによるコメント」を参照。 

なお、PDM の指標に記載された目標の達成状況も良好で、プロジェクト終了時まで

には概ねすべてのコンポーネントについて、目標の達成が見込まれる。 

 

4.4. 未実施の活動 

4.3.(5)に記載したとおり、成果 5 にかかわる活動 5-4「外部組織(大学等)による PCM

ワークショップの実施促進を図る」について、進捗が遅れている。本プロジェクト終了ま

での 6 ヶ月間においては、チリ国内の大学がワークショップを委託して業務を行うことが

可能かどうか、実施可能性の検討も含めて、何らかの具体的な取り組みが必要である。 

 

PDM の指標にかかわる、年ごとの達成実績は次頁のとおりである。その他詳細につい

ては、第 7 章 7.１ .実績・実施プロセス調査結果、7.3.質問紙票調査結果、

7.6.JointEvaluation Report を参照。 
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PDM 指標に基づく、達成状況 

2004年5月 2004年10月 2005年5月 2005年11月 2006年3月

１．JCPP全事業についてのPDMとモ

ニタリングシートの作成状況（100%）

0  (書式準備)  (書式準備) 100% 100% 100% 100%

２．JCPPミニプロジェクトの全事業の

「モニタリング報告書」（6ヶ月ごと）作
成状況、及び「終了時評価報告書」
作成状況（100% ）

0 （書式準備) 100% 100% 100% 90% 100%

３．広域セミナー,ディプロマ,第三国
研修の全事業について「終了時評価
報告書」の作成状況（100%）

0 100% 100% 100% 100% 100% 100%

1.1. AGCIのJCPP計画委員会が問い
合わせを行った国の案件要請書提出
状況（80%）

0 (15 の国及び地域

より要請あがる)
（100件の要請

ロングリスト作成)
100%

(ミドル、ショートリ
ストの作成）

79%
（ロング、ミドル、

ショートリスト作成）

80%

1.2. 要請案件ごとの 「案件評価表」

の活用状況（100%）

0  (書式準備) (書式準備) 100% 100% 100%

1.3. 調査団の調査報告書作成・提出

状況（100%）

0 100% 100% 100% 100% 100%

成果 2
AGCIのJCPP案件形成能力が強化
される

2. PCMモデレーターの訓練を受けた

AGCI職員（年間2名、期間中計６名）

0 1　名 3　名 3　名 4　名 7　名 ６ 名

成果 3
AGCIの案件のモニタリング・評価
能力が強化される

3. PCMモニタリング＆評価手法専門

家として訓練を受けた AGCI 職員カ

ウンターパート数(計５名）

0 1　名 3　名 4　名 5　名 7　名 ５　名

4.1. 全JCPP 活動実施情報を

（100%）WEBサイトに掲載する

0  100%
（5月に完成）

100% 100% 100% 100% 100%

4.2. JCPP WEBサイトのアップデート

（3ヶ月ごと）

0 (HP 準備中） 100% 100% 100% 100% 100%

5.1. プロジェクト終了時までのPCM
ワークショップ参加者数（470 名）

0 229　人 320　人 397　人 421　人 445　人

(30回のWS開催)
470人**

5.2. PCMワークショップを実施者とな

ることを、AGCIに同意した大学（1校
かそれ以上）

0 0 0 0 0 0 1

   　　　　　　 注: 　*成果 5 は、2004年5月のモニタリング時に追加された。　　**成果5の指標1の目標数値は2005年5月のモニタリング時に、250人から 470 人に増加された

進　捗　状　況 エンドﾗｲﾝ
(0６年８

月）

成果　5*
PCM手法 を活用したJCPP事業がよ
り拡充される

　指　標　（エンドライン ）
ベｰｽﾗｲﾝ
(03年9月）

成果　１

AGCIの受益国のニーズ把握能力

及びJCPP活動計画能力が強化さ
れる

成果　４
AGCIのJCPP活動広報能力が強
化される

プロジェクト目標

AGCIのJCPP活動実施能力が強化
される

プロジェクト目標と成果
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第 5 章 ５項目による評価結果 

 

  前述の『JICA 事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践的手法』にもとづき、調査

結果を精査・分析し、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の五項目別に評

価を実施した。その結果、高い妥当性、十分な有効性と効率性、間接的なポジティブイン

パクト、ある程度の自立発展性が確認された。各評価結果概要は、以下のとおりである。

なお、根拠の詳細については、第 7 章 7.2「5 項目にもとづく評価」を参照。 

 

5.1 妥当性 

調査により、高い妥当性が確認された。主な理由は、以下のとおりである。 

本プロジェクトを通して強化される JCPP 事業の実施は、中南米諸国・カリブ地域の社

会・経済発展に資することを目指しており、本プロジェクトの目標は適切と判断される。具

体的には、チリ国は、“La Politica de Cooperacion Internacional de Chile para el Periodo 

2000 -2006” 及び JCPP 合意文書（Acuerdo Marco de JCPP）に基づき JCPP への取り組

みを拡充しており、さらに政府は “Ley de Prespuesto del Sector Publico Aprobado 

anualmente por el Poder Ejecutivo y Legislativo de la Nacion.”において財政的にも周辺国

を中心とした途上国支援への取組を明確にしており、本プロジェクトの上位目標及びプロ

ジェクト目標と、チリ国開発政策との整合性が確認できる。 

AGCI(国際協力庁)の業務は予算（2006 年度）規模において全体の約 54％を水平協力

に投じており、同庁における JCPP の優先度は高い。JCPP 事業は AGCI にとって主管業

務といえるものであることから、本プロジェクトの実施により、同庁の JCPP に関る開発援助

事業実施運営管理能力を強化するという目的は、同庁の役割及び政策に明確に合致す

るものと判断される。 

また、日本の新 ODA 大綱及び新中期政策では、南南協力の積極的な推進が掲げられ

ており、2006 年 8 月に合意された日本の対チリ援助重点分野の一つに「南南協力支援」

が掲げられている。JICA 中南米地域事業実施方針および国別事業実施計画においても

南南協力支援を協力の柱として強化するとしており、本プロジェクトの目的との整合性が

認められる。 

 

5.2 有効性 

調査により、高い有効性が確認された。主な理由は、以下のとおりである。 

成果 1～4 について、達成度は総合的に良好と判断される。JCPP 事業の受益国からの

要望調査（案件要請書）の取付け状況とそれら案件の検討手続きならびに事業報告書作

成状況(成果１)は既に目標値を達成したほか、PCM 手法計画立案・モニタリング評価を担

当する職員（成果 2 と 3）も目標人数を達成し、必要なマニュアルも作成された。広報の基
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本ツールとなる JCPP のホームページとビデオも作成された。成果 5 となる、AGCI 以外の

組織によるPCM実施者（大学）は未確定であるが、PCMワークショップへの参加者数は目

標値を達成する見込みである。この結果、計画立案とＰＤＭ作成、要請検討と評価表、報

告書作成等の定量的なプロジェクト目標の指標達成度は順調であり、プロジェクト目標は

達成される見込みである。 

但し、JCPP 事業の効果的･効率的な実施のための能力開発は、技術の質的･量的双方

の側面からの総合的な拡充や、CP 職員のレベルを超えた組織的な定着、更に個人レベ

ルではなく組織レベルで取組むべき課題を具備して初めて達成できるものであるが、当初

設定された指標のみではこれら要素を十分に把握することが難しいため、今後質的評価

のパラメーターについてプロジェクトで検討する必要がある。 

 

5.3 効率性 

調査により、高い効率性が確認された。主な理由は、以下のとおりである。 

専門家派遣による技術指導、本邦研修、ローカルコンサルタントの雇用は、CP の能力

開発状況に合わせて適切なタイミングで実施され、成果の発現を可能にした。日本人短

期専門家による技術移転が十分でなかった際にローカルコンサルタントを活用して補強

する等の工夫が見られた。また、チリ側のコストシェアリングに関しても、プロジェクト経費の

43.6％が負担されている。 

 

5.4 インパクト 

  調査により、正のインパクトと、上位目標達成への残された課題が確認された。主な理

由は、以下のとおりである。 

チリ国は、技術の比較優位や文化･言語の類似性という特性から、ラテンアメリカ･カリブ

諸国における支援パートナー国としての高い期待を受けている。JCPP は、日本・チリ双方

の技術と経験・優位性を活用する効果的･効率的な援助ツールであることが認識されてお

り、実施の必要性も認められ、プロジェクトにおいて取り組まれた諸活動は、受益国におい

てポジティブな成果を発現している。 

ただし、上位目標の達成のためには、これまでどおりの事業規模により JCPP 事業を維持

しながら、実務経験を重ねていくことが重要となる。またその一方、JCPP 事業のモダリティ

と事業採択のプロセス等にまつわる制度的調整事項が継続検討課題として残されている

(本プロジェクト実施中は、各ミニプロジェクト、広域セミナー等の JCPP 事業はプロジェクト

の一投入と位置づけられ個別の要請や採択手続きを必要としないが、プロジェクト終了後

は個別の対応が必要となる)。上位目標の達成見込みは、事業規模の継続や制度的調整

の方向により判断されることになる。 

 その他の正のインパクトとしては、以下の 2 点が挙げられる。 
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①JCPP 活動実施能力を超えて、地域におけるドナーとしての実施能力が強化され、チリ

による二国間協力や他ドナーと協調した三角協力を行う際にも活用可能な能力を獲得し

たと言える。②また、現在チリ国内では社会開発を目的とした PCM 手法の有効性が認識

され始めており、AGCI に対する地方自治体から研修実施の要請が増えている。これら自

治体から第三国専門家として JCPP 活動に参加する候補者が発掘できる可能性があること

から、AGCI は今後国内の自治体支援とともに JCPP 参加人材の発掘も計画している。 

 

5.5 自立発展性 

調査により、ある程度の自立発展性が確認された。主な理由は、以下のとおりである。 

チリ政府は今後もラテンアメリカ･カリブ諸国への支援協力国として JCPP 事業を継続する

意向を示しており、日本とのコストシェア率も 2005 年度時点で 50％以上を負担するなど、

対JCPP政策的には安定した方針を示している。AGCIにおいて、水平協力事業は全体予

算の約 54%を占めており、同プログラム実施の優先度は高く、政策的面および予算面での

問題は見当たらない。 

また、CP は全員 AGCI における業務を継続しており、定着度に問題は発見されない。 

一方、AGCI における実施体制を維持、すなわち、プロジェクトの実施により得られた効

果を維持するためには、計画立案、モニタリング評価の技術を確実に組織的に定着させ、

内部的に業務の質維持と業務プラクティスの制度･習慣化を図る必要がある。今後、更に

質的・量的な強化と拡充を目指す際、その他重要な技術育成とコンポーネントとしては、

次の 3 点が挙げられる。 

①各受益国に対する JCPP による援助指針の深化や事業モニタリングのフィードバック 

長期的な JCPP 事業の効率的･効果的な実施のためには、AGCI において一貫した

受益国別の戦略が明確にされ、適正にモニタリング･評価がなされ、ひいてはその結果

が事業実施へフィードバックされるメカニズムを構築することが重要である。受益国での

モニタリング実施が遅れることがあるため、現地レベルでの事業マネージメント体制整備

と関係者の能力強化が必要である。 

②受益国内でのプロジェクトの取り扱い 

受益国には、日本ないしチリ側の事業コミットメントがあまり認識されていないケース

があった。今後は広報のツールを活用して、チリ国外・受益国内での JCPP 事業の広報

を活発に行う必要がある。また、JICA受益国事務所によるJCPPプロジェクトの積極的な

監理・フォロー体制も期待される。 

③地域の援助ニーズの拡大への体制強化 

地域の経済･社会開発に資するJCPP の拡充を考えた場合、日本・チリ双方の地域支

援方針との整合性に裏づけられていることが重要である。従って、中・長期的には、日

本が中南米においてパートナーシッププラグム(PP)を持つ他国（アルゼンチン、メキシコ、
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ブラジル）との情報共有を一層強化し、より効率的に形成･発掘し、リソース活用、事業

実施との教訓を共有するなど、PP 間連携を図ることが有効と考えられる。また、多様な

ニーズに対応するチリ国内リソース情報の発掘と蓄積や活用促進に向けた制度整備等

も必要である。 

 

5.6 結論 

プロジェクトの成果はその達成に向けて順調に進捗しており、協力期間内には終了す

ることが可能と思われる。 

AGCI は現在、CP それぞれが中核となってプロジェクト参加を通じて得た技術や知見の

実務レベルでの応用を習慣化しつつあり、定着に向けた準備を開始した。一方、組織レ

ベルでの能力開発は簡単になされるものではないため、組織を構成する CP がプロジェク

ト参画の結果として技術水準の維持、改善された業務実施方法の組織内定着、その結果

としての組織自体の機能の強化と拡大を果たせるよう、日本は協力期間の終了後も経過

観察を行いながら必要に応じた指導を続けてゆく必要がある。 
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第 6 章 提言・教訓・今後の懸案事項 

 

6.1 提言 

 

6. 1. 1 プロジェクト残期中(2005 年 6 月まで)の活動にかかわる提言 

 

(1) PCM 実施者の拡大 

成果５の指標「PCM ワークショップを実施することを AGCI と契約した大学」が未達成

となっている。本成果の目指すところは、経済・社会開発事業の計画立案や監理の有

効手法である PCM 手法のノウハウを蓄積、普及することでひいては水平協力のアクタ

ーとなり得る人材をチリ国内に育成・確保しようというものであることから、大学に限定す

ることなく、広く候補団体を発掘し、プロジェクト期間内に実施団体を特定するよう、提言

される。 

 

(2) 個人レベルの能力開発 

  プロジェクト成果の指標はいずれも定量的なものとなっている。しかしながら、本プロ

ジェクトの目的が「AGCI の JCPP 活動実施能力の強化」であることを考えた場合、職員

個々人の能力開発を質的側面から判断する必要もあったと考えられる。 

たとえば PCM 手法についての研修参加やモデレーターとしての経験がある場合でも、

実践回数の違いによりその質は格段に向上するはずであり、今後はプロジェクトの参加

を通じて得た能力の質を維持し、あるいは更に向上させる試みに着手する必要がある。 

組織内勉強会の開催やワークショップへのモデレーターとしての参加、案件形成調

査団・評価調査団（これが難しい場合には、二国間協力で我が国がチリへ協力する案

件での評価）への参団など、効率面を考慮しつつ実践機会の向上に努めるよう、提言さ

れる。 

 

（3）組織的レベルの能力開発（１） 

  各成果について個々の職員がプロジェクトに参加することで獲得した技術や知見の

活用は、習慣として組織内に定着する必要がある。各職員が実際の案件形成やモニタ

リング・評価の際に自らその必要性や有効性を認識しながら活用している現状を維持で

きるよう、さらに一歩進んで、業務実施のガイドラインとして制度化することを検討する必

要がある。なお、特に評価調査の結果としての教訓情報を制度的に蓄積し新たなプロ

ジェクトの形成の場にフィードバックできる体制を構築することが重要であるため、これ

について取り組むよう提言される。 
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（４）組織的レベルの能力開発（２） 

組織レベルでの能力開発の度合いはプロジェクトで設定された指標からのみでは判

断しがたい。JCPP実施機関としてのAGCIが兼ね備えるべき機能、たとえば、１）最終受

益国の開発上の重点分野、重点課題、協力ニーズ、支援のための最適アプローチの

検討と中・長期的協力シナリオ策定、２）国内的な協力体制の強化・拡大、３）援助人材

の発掘、養成、身分処遇を含めた活用促進のための制度的環境整備、４）最終受益国

内におけるプロジェクト監理体制強化等に必要な機能の強化が個人を越えた組織の次

元での能力開発の対象となりえる。 

プロジェクトの残存期間においてこれらを整備することは難しいが、組織レベルの能

力開発の観点から今後整備すべき制度やインフラを同定し、中期的な計画の素案なり

とも日・智協力期間の終了までに準備し置くことが肝要であるとともに効果的であるため、

これについて取り組むよう提言される。 

 

（５）JCPP 広報の戦略的展開 

  広報ターゲットを１）チリ国内、２）チリ国外に分けてターゲットごとの効果的な対応を

進める必要がある。 

１）チリ国内 

プロジェクトのインパクトとして国内での PCM への関心の高まりがある。これらの機運

と国内的な AGCI/ JCPP 事業広報を有効に結びつけることが事業への国内的支持に

裏付けられた着実な進展への鍵となる。地方自治体をも対象とした研修などの場に

AGCI/JCPP 広報をより積極的に組み込むことが望まれる。  

２）チリ国外 

JCPP 事業の強化・拡大には、国外での JCPP 活動の積極広報が不可欠である。

JCPP事業の趣旨や仕組みを最終受益国はもとより最終受益国にあるJICA事務所へ十

分理解してもらう必要がある。 

 

（６）プロジェクト実施期間中は上記（１）～（５）について可能なものは指標と活動計画を 

立てて取り組むよう提言される。 

   

6. 1. 2 プロジェクト終了後の長期的な活動にかかわる提言 

 

（1）制度の定着と安定化にむけた継続的フォローアップ 

上記のうち特に（２）～（５）の提言はプロジェクト実施期間中に取り組む内容であるととも

に、終了後も継続して取り組むよう提言される。 

 



 

31 

（２）最終受益国における JCPP プロジェクトの位置づけ 

最終受益国における JCPP の取り扱いは、実施中案件の監理のあり方の問題として

整理できる。現地においては受益国政府、チリ大使館、JICA 事務所がアクターとして存

在するが、三者の関わり方を含め整理が必要である。上記（２）への取り組みの一環とし

て JICA・AGCI 双方で検討に着手するよう提言される。 

 

（３）中南米地域パートナーシッププログラム締結国間の連携強化 

 本プロジェクトでは JCPP を通じた中南米地域の経済社会的発展をスーパーゴールと

するが、本プロジェクトによる南南協力実施機関としての能力開発の成果を含めた

AGCI の知見やノウハウは、地域全般の開発促進を目指すとき、域内のチリ以外のパー

トナーシッププログラム（PP）締結国とも共有すべきである。 

たとえば（PP 間）連携強化を進めることがひいては多様な開発ニーズに対するリソー

スの拡大にもつながる。より一層の連携強化にむけた活動を進めることが望まれる。 

 

6.2 教訓 

 

(1) 援助実施機関支援から援助リソース拡大支援へ 

  ドナー化支援を行うプロジェクトの場合、援助実施機関そのものをターゲットとして支

援を行うことはきわめて重要であるが、国際協力事業そのものが幅広い国内セクターか

らの支援に裏付けられて初めて確かな発展を遂げるものであることを考えた場合、これら

国内の関連協力セクターとの強い組織的関係の構築が不可欠と考えられる。 

さらには、これらセクターにおける援助アクターとしての人材育成の支援や確保もあわ

せて行う必要もある。今回プロジェクトにおいては PCM 手法について大学など協力機関

に対する技術移転を行い、公共セクター、地方自治体職員が PCM 研修に参加するなど

し、援助実施機関と国内セクター関係構築が着実に開始した。 

類似プロジェクトを実施する際には、プロジェクトデザイン設計の当初より国内セクタ

ーを積極的ターゲットの一部として取り込んでゆくことが有効と考える。 

 

(2) 能力開発関連プロジェクトとしての特徴 

援助実施機関の強化を目的とするプロジェクトにあっては、組織を構成する個々人の

能力開発と並び組織としての能力開発を図る必要がある。 

職員個々人の能力開発の観点からは、習得した技術の質そのものや、実践への応用

力などを含めて測定するための指標を明確にしてモニタリングして行く必要がある。 

組織の能力開発の観点からは、組織強化という抽象的な概念をより具体的に関係者

がイメージできるよう、デザイン段階において、可能な限り明確、具体的に設定する必要
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がある。 

本プロジェクトにおいては、能力開発をより具体的に測定する指標として、CP 自らが

モデレーターとなって PCM ワークショップを行った実績や、習得した PCM 手法を実際の

案件形成やモニタリング・評価調査に応用した実績を PDM の活動に落とし込むなどして

能力開発をよりわかりやすく把握できるよう効果的な工夫がなされた。 

 

（３）パートナーシッププログラム締結国の援助実施能力強化支援の到達点 

 パートナーシッププログラム（PP）締結国の援助実施機関の実施能力強化は、その前

提として PP そのものの意義や方向性をどう定義するかと密接に関連している。我が国が

当該中進国との関係をどのように進めるのか、地域全般の開発の文脈の中で当該中進

国にいかなる役割をどの程度期待するのかといった議論と不可分である。今後類似のプ

ロジェクトを行う際には、まずこのような根本的方針を整理し、PP の中･長期的シナリオ

（プログラム）を描いて進めることで、当該プロジェクトに求められるアウトカムがより一層

明確になると考えられる。 

 また、PP 締結国の援助実施能力の強化は、単純なドナー化支援と理解してしまうと、

目標到達レベルを見失うことになりかねない。南南協力の文脈におけるドナーとは、厳

密には日本など先進国並みの援助実施能力を身につけることと同義でなく、ドナー化支

援プロジェクトはあくまでも中進国ドナーとして必要な能力の開発を目標に置くべきであ

る。 

 

（４）パートナーシッププログラム締結国の援助実施能力強化支援の付加的価値 

パートナーシッププログラム（PP）締結国の援助実施機関の実施能力強化支援として

の本プロジェクトの付加的価値として次の 2 点を特筆すべきである。 

①実施能力強化支援が、プロジェクト実施期間中においてすでに締結国を超えて最終

受益国の開発に貢献している点 

②支援の過程でパートナーシッププログラム実施上の課題が明らかにされ、JCPPプログ

ラムそのものの方向性や JICA における PP の枠組みを使った南南協力支援のあり方

の検討プロセスに有益な多大の素材を提供した点 

 

6.3 今後の懸案事項 

 

（１）実施能力強化から実施制度の強化へ 

３年を一応の目安として設定される上位目標「JCPP 活動が効率的・効果的に実施され

る」を達成するには、JCPP の事業規模が日本･チリ双方で維持されることが前提となる。ま

た、JCPP の枠組みで行われる各種活動における事業実施の方法（要望調査、案件採択、
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実施中案件の具体的フォローアップ体制や JICA 事務所の実施体制も含むプロジェクト実

施監理）については、実施能力強化を目的とする本プロジェクトの枠外であって未整理の

部分が残っている。 

プロジェクト終了から上位目標達成までの期間を南南協力の文脈での日本とのイコー

ルパートナーに向けた成熟と完成のフェーズと考えるならば、その間にこれらの課題につ

いて、日本･チリ双方が政策的レベル、実務レベルの各レベルで協議しコンセンサス形成

を終えておく必要がある。 

 

（２）プロジェクト終了後の JCPP の総合的レビュー 

本プロジェクト終了後は、その成果を自立発展させ、南南協力の文脈におけるイコール

パートナーとしてわが国と新たな関係に移行する、いわば「仕上げ」の段階ともいえる。こ

の段階では JCPP そのものを政策的レベルからレビューし、新たな関係にふさわしい事業

実施のメカニズムを整備しおく必要がある。上記（２）への取り組みの一環として着手すべ

きである。 
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１．団長所感 

 

日本・チリ・パートナーシッププログラム（JCPP)は中南米地域諸国の開発をわが国とチリ

とが協力者となって進めるための協力枠組みであり、特に日本側から見た場合には、チリ

が実施国となって行う南南協力事業を支援するため協力枠組みとも言える。 

 

本件プロジェクトはそうした JCPP の枠組みを通じて行われる諸活動をチリ政府が実施

国となって行うための能力を強化すること、すなわち、域内への協力の実施機関であるチ

リ国際協力庁（AGCI）の職員個々人の能力開発をはかりつつ、それと同時に AGCI という

組織そのものの能力開発を目指して開始したものである。 

 

今終了時評価調査の結果、評価 5 項目のうち特に、妥当性、有効性、効率性はいずれ

も「高い」と判断できた。JCPP を中心とした水平協力を事業の機軸とするチリ政府の確固と

した政策が確認されたほか、プロジェクト参加を通じて吸収した新規技術や知識を事業現

場へ応用しようという各職員の強い意欲が確認され、さらには、プロジェクト活動で扱った

PCM 手法などが AGCI という一組織を超えた国内セクター（例えば大学や地方自治体）へ

インパクトを及ぼしている点も確認された。 

 

一方、今後とも JCPP を日本・チリの協力関係の大きな柱の一つ、さらには、中南米地域

における南南協力推進の大きな牽引力の一つと考えた場合、本プロジェクトの上位目標

「JCPP の諸活動が効果、効率的に実施される」は是非とも達成しなくてはならず、わが国

は今後も JCPP へ継続的な関わり持つ必要がある。PDM で設定された諸目標は順調に達

成されると判断できる一方、今後上位目標達成と自立発展性強化の観点から、二つの次

元による継続的な関わりの重要性を所感として指摘したい。 

 

第一が主として技術協力成果の維持拡大に関係する実務レベルの継続支援、第二が

主として JCPP の実施枠組みそのものの整備に関係する実務と政策を含めたレベルでの

日本･チリ双方の協議と合意形成であろう。前者は１）プロジェクトの成果としての職員の能

力水準を維持または更に向上させること、２）現在行われている技術の実務への適用を組

織内に確実に根付かせること、そして、３）組織自体が水平協力事業の実施環境や機能

（例えば受益国への援助戦略策定機能、国内リソースの確保と国内セクターとの関係構

築など）を強化、拡大することであり、後者は、JCPP の効果を維持し、効率性をより高める

ため日本･チリ双方がより適切な制度に向け協議しコンセンサスを形成してゆくことを意味

する。 
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もとより JCPP とわが国との今後の関わり方を検討する場合、決して近視眼的な視点で

捉えるべきではなく、中・長期的な日本･チリ二国間の協力関係や南南協力支援を通じた

地域開発促進の方向性をも勘案しながら、JCPP を通じた協力の到達すべき段階を見極

めつつ検討すべきと思われる。JCPP は 99 年に合意して後、わが国専門家や企画調査員

による立ち上げ支援を経て、本技術協力プロジェクトで実施機関の総合的な能力強化を

図って現在に至ると言える。今後は日本が支援しチリが支援されるという関係から、水平

協力に関する対等なパートナーとしての関係に移行すべきであり、それこそが最終的な到

達点と考えられる。その場合、プロジェクトの終了と同時に最終段階に入ると認識するのは

早計であり、むしろ、最終段階に入る直前のいわばセミファイナルな段階に入ると考えるべ

きであろう。この期間は本プロジェクトの上位目標達成に必要な前述の実務（技術）、政策

の二次元的なフォローを行い、必要な日本･チリ双方間の調整を終了させるべき大変重要

なフェーズと言える。調査期間中 AGCI 水平協力部長からは、JCPP の更なるステップアッ

プに向け日本･チリ双方による JCPP の総合レビューの提言があったが、2006 年 8 月にプ

ロジェクト終了という一つの節目を迎える段階で、日本･チリ双方が具体的な取組み事項を

できるだけ早期に確認し、着手できるよう実務・政策双方の視点を包括した総合的なレビ

ューの実施は是非とも必要と思われる。 
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２. 実績・実施プロセス調査結果（和文 Findings）     

                        

投入の実績    Joint Evaluation Report, ANNEX 2.1 ～ 2.4 を参照。 

 

1) 日本人専門

家派遣、CP, 研

修員受入、チリ

国内研修実施、

広域セミナー、

調査団派遣業

費、機材等 

 日本人専門家派遣：JCPP 強化長期専門家 2 名(1 名派遣中)、PCM 関連短期専門家３名 

 チリ人 CP：AGCI 職員計 10 名（水平協力部 7 名、企画政策部 2 名、二国間協力部 1 名） 

 ローカルコンサルタント：PCM 手法 1 名、 

 チリ人本邦研修 PCM 手法研修 1 名（AGCI の水平協力部 CP1 名）、国際協力事業管理研修 5 名 

 ミニプロジェクト案件発掘・形成調査団派遣人材と経費：5 件の派遣。ミニプロジェクト評価調査団派遣人材と経費：8 件の派遣。 

 広域セミナー18 件、ディプロマコース 4 件の実施の支援。在チリ個別研修受入：3 カ国（El Salvador, Peru, Nicaragua）計 3 件 (計 5 名)受入れ支援。 

 機材調達 全 26 アイテム(期間前に購入のものを含む)、維持管理・使用状況は良好。期間中の機材費購入は約 3,000 ドル。 

 事業費概算：日本側支援額（2006 年 3 月時点）：約 150 万ドル, チリ側：120 万ドル 

成果の達成度   Joint Evaluation Report, ANNEX 3-3. を参照。 

2）案件要請書の提出状況 (受理案件の 80% )(成果の指標 1-1) 

 2004 年 2 月のニーズ把握のワークショップ後には 15 のラテン諸国地域からの要請があがり、水平協力評価会合で確認された。 

 2004 年 9 月のワークショップ後には 100 以上の要請があり、ロングリストが作成され、その後ミドルリスト、ショートリスト作成も順調である。2005 年 6

月に 100％の達成度、2006 年 3 月現在は 79%の達成である。 

3) 案件チェックリスト（要請案件ごとの Pauta de Evaluación Demandas JCPP ）の活用状況 (受理案件の 100%) (指標 1-2) 

 案件チェックリスト（Pauta de Evaluación de Demandas）の作成は予定より幾分おくれたが、2004 年 10 月には完成し、2006 年 3 月までに活用状況は

100%の達成。エンドライン（100%）に対する活用状況の達成度は順調で、目標達成が見込まれる。 

 

1.  

AGCI のニーズ

把握･計画立案

能力 

4) 派遣調査団の調査報告書提出状況（100%）（指標 1-3） 

ANNEX 3-3. Summary of Achievement based on the Indicators in PDM を参照。 

 2004 年 6 月までに本プロジェクトの活動として派遣された調査について、報告書の作成・提出は 100%, 2005 年 6 月までについては El Salvador の

調査報告書の作成・提出が幾分遅れたが、その後完了。2005 年 11 月までについては Costa Rica の調査報告書作成・提出が、遅れている。 

 エンドライン（100%）に対する活用状況の総合的な達成度は順調で、目標の達成も見込まれる。 
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2. AGCI の PCM

手 法 に よ る

JCPP 案件形成

能力の強化 

5) AGCI における PCM 手法の計画立案モデレーターの養成状況(年 2 名)(指標 2-2) 

 現在までに計７名がモデレーターとして養成されているが、実践的な技術が習得されたのはうち 6 名である。エンドラインは既に達成されている。 

 ‘Manual de Procedimiento para la Misión de Estudio en Formulación de Proyectos en el Marco de JCPP’、及び 

‘Manual de Procedimiento para la Ejecución de Proyectos en el Marco de JCPP’ が作成された。 

 PCM 手法はすでにニーズ調査や案件形成調査（3 月までに 6 件）で活用されている。上述のマニュアルの活用状況についても適切である。 

3. AGCI の PCM

手法によるモニ

タリング･評価実

施能力の強化 

6) AGCI における PCM 手法モニタリング･評価モデレーター養成状況（5 名）（指標 3） 

ANNEX 3-3. Summary of Achievement based on the Indicators in PDM を参照。 

 現在までに７名がモデレーターとして養成されているが、実践的な技術が習得されたのはうち３名である。 

 ‘Manual de Procedimiento para la Misión de Monitoreo y Evaluación de Proyectos en el marco de JCPP’ が作成された。 

 ＰＣＭ手法はすでにモニタリング＆評価調査（3 月までに 10 件）に活用され、上記マニュアルの活用状況は適切である。 

 エンドライン(5 名)の人数は既に達成されているが、事業評価能力について、残り 2 名の質を上げる必要がある。 

7) JCPP 活動の広報状況・ＨＰ作成状況 (指標 4-1) 

 予定通り JCPP WEB、HP が作成された。JCPP Video を完成し（英語、スペイン語）、各国援助窓口機関へビデオが送付された。 

 JCPP の広報にかかわるツールは準備された。今後は、JCPP 活動を国内だけではなく受益国においても十分に提供するよう努力し、現地の JCPP

関係者が活動についての正しい理解と必要な情報を得られるように、広報活動を活発にする必要がある。 

4. AGCI の広報

能力強化 

8) HP の更新状況（3 ヶ月ごと）(指標 4-2) 

 最低 3 ヶ月に 1 度の更新は順調に実施されている。Record Table も随時更新されている。 

9) PCM 手法の研修訓練の研修生数（プロジェクト終了までに 470 人）(指標 5-３) 

ANNEX 3-3. Summary of Achievement based on the Indicators in PDM を参照。 

 現在までに、４４５人の参加。30 回のワークショップ実施で、当初予定を上回る参加者数と開催要望件数により、当初のエンドライン（目標数）250 人

を 470 人に増加している。PCM 手法の JCPP 関係者間の普及とチリの大学による PCM ワークショップの実施促進を目的として、PCM 委員会を結成

した。‘Manual de Procedimiento de los Talleres para la Enseñanza de la Metodología de PCM en el Marco de JCPP’ が作成された。 

 

5. PCM 手法活

用と普及 
10) PCM 手法を導入したチリ国内大学 (1 大学以上)(指標 5-2) 

 2006 年 3 月現在までに PCM ワークショップ実施主体となる契約を AGCI と結んだ大学はまだない。 

 バルパライソ・カトリカ大学が PCM ワークショップ実施の候補となっている。 

 エンドライン（1 校以上と契約を結ぶ）の達成見込みについては、現在判断できない段階である。  
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プロジェクト目標達成度   Joint Evaluation Report, ANNEX 3-3. を参照。 

11) JCPP 事業の PDM とモニタリングシート作成状況（100%）、事業モニタリング実施状況 (プロ目の指標１) 

 2004 年 4 月までには Ecuador と Peru の案件について PDM が作成された。2006 年 3 月現在まで、関連事業のＰＤＭ・モニタリングシート作成は 100%

で、エンドライン（100%）に対する達成も見込まれる。 

12)ミニプロ事業のモニタリング報告書、評価報告書作成状況（100%）(指標 2) 

 モニタリング&評価調査は 8 件が実施され、7 件は既に作成済み、2 月に実施した 8 件目（終了時評価調査）は 3 月末に作成される予定。 

 モニタリング報告状況は 2006 年 3 月現在 79%で、エンドライン（100%）達成には、受益国におけるモニタリングシステムを確立し AGCI として関る部分

の監理能力を高めることが望まれる。 

 

AGCI の JCPP

活動実施能

力 

 
13)広域セミナー、ディプロマ・第三国研修の終了時評価報告書の作成状況（100%）(指標３) 

 広域セミナー、第三国研修、ディプロマコースの報告書提出は 2006 年 3 月現在 90%で、100%達成には今後配慮が必要である。 

 ‘Manual de Procedimiento para los Cursos Internacionalesen el Marco de JCPP’ ,‘Manual de Procedimiento para Seminarios Regionales en el Marco 

de JCPP’, ‘Manual de Procedimiento para la Articulación con Cooperación Bilateral en el marco de JCPP’ が作成された。 

上位目標の達成見込 

効率的･効果

的な JCPP の

実施能力 

14) プロジェクトで導入された技術による以下事項の実施能力の見込み 

AGCI において基本的な JCPP 事業運営管理体制は整備されたが、援助国別ニーズの把握、ニーズに合致した計画立案、適切なモニタリングと評価の

実施については、更に技術の向上が求められる。上位目標達成には、実務経験を更に多く積みながらグッド・バッドプラクティスを事業実施に反映させて

いく必要があり、達成見込みについては今後も注意深く経過を観察していく必要がある。 

実施プロセス    Joint Evaluation Report, ANNEX 2-1 を参照。 

活動進捗 15) PDM に記載された活動の、実施・進捗状況      ・すべての活動についてほぼ予定どおりに実施され、成果をあげている。 

モ ニ タ リ ン グ

実施状況 

16) モニタリングの実施・報告、結果の活用状況、プロジェクト合同委員会の実施状況、関係機関への報告状況 

 半年毎のモニタリングは予定通り実施（2004 年 5 月,11 月,2005 年 5 月）され、プロジェクトの活動実施状況と成果の達成度について記録され、問題点

と改善すべき点等も記録され、必要な修正が適宜実施されている。 

 

チームワーク 
 17) コミュニケーションと共同作業による問題や困難への対応状況は、良好。開始当初、モニタリング&評価技術指導の日本人短期専門家の西語能

力不足で、技術移転の進捗に幾分かの影響があったが、その後ローカルコンサルタントを活用し技術指導を補強し、問題は解決されている。 



 40

18) C/P 配置状況は、水平協力部の CP 計 8 名がアサインされた。途中、1 名が 2004 年 4 月に企画政策部へ移動したが, その後 1 名が新たに配置さ

れた。技術移転を受けた CP のうち、AGCI を退職したものはいない。ＣＰ以外に他部局の職員も、協力者として参加している。 

19) 実施機関とＣＰのプロジェクト活動参加状況  本プロジェクトの活動・技術移転内容は、AGCI の主管業務であり実施のイニシャティブは高い。 

 

実施機関のｵ

ｰﾅｰｼｯﾌﾟ 

20) チリ側事業費措置（シェア約 44%）03 年度実績 CLP213 百万, 04 年度実績 CLP220 百万,05 年度実績 CLP204 百万 

 

 

 

３. ５項目にもとづく評価結果（和文 Evaluation by Five Criteria） 

 

妥当性 ： 調査結果を総合的に検証し、本プロジェクト実施の妥当性は、高い と判断される。 

21)チリ国開発政策と

の整合性 

“La Politica de Cooperación Internacional de Chile para el Periodo 2000 -2006” 及び JCPP 合意文書（Acuerdo Marco de JCPP）に基づきチリ国は

JCPP への取り組みを拡充している。更に政府は ”Ley de Prespuesto del Sector Público Aprobado anualmente por el Poder Ejecutivo y Legislativo 

de la Nación.”において財政的にも周辺国を中心とした途上国支援への取組を明確にしている。 

22)AGCI 政策との整

合性 

AGCI(国際協力庁)の業務は予算規模において全体の約 54％を水平協力に投じており、同庁における JCPP の優先度は高い。JCPP 事業は AGCI

にとって主管業務といえるものであることから、本プロジェクトの実施により、同庁の JCPP に関る開発援助事業実施運営管理能力を強化するという目

的は、同庁の役割及び政策に明確に合致するものと判断される。更に AGCI は、日本とのＰＰが予算規模、支援内容の多様性、迅速性、受益国の多

さにおいて他ドナーに比較優位する協力枠組であると認識しており、今後も JCPP の継続と成長を望んでいることから、本プロジェクトの実施は同政

策と方針を推進する点で、整合性がある。 

23)中南米諸国・カリ

ブ地域への裨益 

 

本プロジェクトの長期的な目標は、AGCI の国際協力事業運営管理の能力開発と、中南米諸国・カリブ地域のニーズに合致した JCPP 事業の実施に

よって、同地域の社会･経済発展を支援しようというものである。プロジェクトで導入した技術は即座に AGCI の実際業務に活用されており、同庁は今

後すべての JCPP 事業について活用する計画を明確にしている。JCPP 事業は多様な支援セクターと援助形態によって最終裨益国への技術協力を

行うものであることから、援助対象国と地域への明確な裨益効果が期待できるため、本プロジェクトの目標は適切と認められる。 

24)他ドナーとの相互

補完性 

チリと三角協力事業を実施する他ドナーとしては、ドイツ、フランドル（ベルギー）、スウェーデン等があるが、AGCI の組織的事業実施能力の強化を

通じてドナー化支援を行う機関はない。本プロジェクトのスキームと重複する要素はない。 
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25)日本の南南協力

政策との整合性 

新 ODA 大綱及び新 ODA 中期政策は南南協力を積極的な推進を掲げており、本プロジェクトの目的は同方針を根拠として政策との整合性が認めら

れる。また JICA「南南協力課題別指針」、「対チリ国別事業実施計画」に明記された「南南協力支援」の位置づけからも政策との整合性が判断され

る。 

26)日本の技術の優

位性と適正性 

我が国はドナー国として多くの経験を有し、そのノウハウと技術は、チリ国のドナー化支援に適切かつ有効なものである。本プロジェクトで移転した技

術はプロジェクト期間中に既にチリ国の国際協力事業運営実施の効果･効率化を促進していることからも、高い適正性が確認される。 

有効性   ： 以下の調査結果を総合的に検証し、本プロジェクトの有効性は 概ね高い と判断される。 

27)プロジェクト目標

の総合的な達成度

合 

事業運営管理に必須となる要請案件の検討、実施事業の計画立案とモニタリング･評価に必要な技術移転は円滑に行われている。それによって８

名のモデレーターが育成され、マニュアルと要請フォーマット、案件チェックリストの作成などを含む、JCPP の事業マネージメントに必須となる環境が

AGCI の水平協力部に整備された。 

この結果、計画立案とＰＤＭ作成、要請検討と評価表、報告書作成等の定量的なプロジェクト目標の指標達成度は順調であり、プロジェクト目標は達

成される見込みである。 

28) 成果 1~5 の総合

的な達成度合い 

成果 1~4 について達成度は総合的に良好と判断される。JCPP 事業の受益国からの要望調査（案件要請書）の取付け状況とそれら案件の検討手続

きならびに事業報告書作成状況(成果１)は既に目標値を達成したほか、PCM 手法計画立案・モニタリング評価を担当する職員（成果 2 と３）も目標人

数を達成し、必要なマニュアルも作成された。現在ではすべての JCPP 事業のニーズ把握調査、ミニプロ形成調査、モニタリング＆評価調査がプロジ

ェクト活動をとおして導入されたマネージメント技術と知識が活用して実施されている。 

他方、成果５となる、AGCI 以外の組織による PCM 実施者（大学）は未確定である。 

29) 成果内容の適切

性 

プロジェクト目標達成にとって成果１～５の設定は概ね効果的であったと判断できる。但し、JCPP 事業の効果的･効率的な実施のための能力開発は

技術を質的･量的双方側面からの総合的な拡充や CP 職員のレベルを超えて組織的に定着させること、更に個人レベルではなく組織レベルで取組

べき課題を具備して初めて達成できるものであるが、当初設定された指標のみではこれら要素を十分に把握することが難しい。 

30)目標達成の阻害

要因の有無  

受益国ではモニタリングの重要性が認識されていたにもかかわらず、不慣れであったため、計画通りにモニタリングが実施されず、報告が遅れたこと

があった。これに対し AGCI は JICA と協議し、調査団を送るなどしてモニタリング能力の強化を図り報告書を取り付けた。受益国で政権交代後にＣＰ

の大幅な異動が発生し、プロジェクトの進捗・継続が危ぶまれたことがあった。これに対し AGCI は JICA と協議し受益国に懸念の意を表明し早急な

対処を求め JCPP 事業を正常化させた。 
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効率性 ： 以下の調査結果を総合的に検証し、本プロジェクト実施の効率性は 高い と判断される。 

31)達成された成果

の費用対効果 

本プロジェクト活動はすべて AGCI の実際業務の能力向上を図るものであり、移転された技術は即座に実務に用いられている。AGCI は導入した援

助事業のマネージメントの技能・ノウハウを JCPP 事業に適用し、既にラテンアメリカ・カリブ地域受益国での案件立案・モニタリング評価業務に活用し

ている。今後も同マネージメント手法を継続して活用する計画であり、成果の費用対効果は高いと判断される。 

32)投入活用の適正

性 

本プロジェクトで投入された資源はすべて活用され、成果の発現を可能にした。専門家派遣による技術指導は活動計画（ＰＯ）に沿って実施された。

また、本邦研修、ローカルコンサルタントの雇用は、ＣＰの能力開発状況に合わせて実施され、適正性が確認された。 

33)活動実施と 

ﾌﾟﾛｾｽの適正性 

技術育成にかかわる専門家派遣のタイミング、本邦研修の実施、JCPP 事業での現地調査参加、ローカルコンサルタントの雇用等は、ＣＰの技術習

得段階に合わせて実施された。 

34)CP の定着度 CP は全員 AGCI における業務を継続しており、定着度に問題は発見されない。 

インパクト（予測）： 以下の調査結果を総合的に検証し、本プロジェクト実施が及ぼす ポジティブなインパクト が認められた。 

35)上位目標達成の

見込み 

これまでどおりの事業規模により JCPP 事業を維持しながら、実務経験を重ねていくことが重要となる。またその一方、JCPP 事業のモダリティと事業採

択のプロセス等にまつわる制度的調整事項が継続検討課題として残されている。上位目標の達成見込みは、事業規模の継続や制度的調整の方向

により判断されることになる。 

36) JCPP 援助裨益と

実施必要性 

チリ国は、技術の比較優位や文化･言語の類似性という特性から、ラテンアメリカ･カリブ諸国における支援パートナー国としての高い期待を受けてい

る。 JCPP は、日本・チリ双方の技術と経験・優位性を活用する、効果的･効率的な援助ツールであることが認識されており、実施の必要性も認めら

れる。 

37)予期されなかった

ポジティブ効果 

①JCPP 活動実施能力を超えて、地域におけるドナーとしての実施能力が強化され、チリによる二国間協力や他ドナーと協調した三角協力を行う際

にも活用可能な能力を獲得したと言える。②また、社会開発を目的とした PCM 手法の有効性が現在チリ国内では認識され始めており、AGCI に対す

る地方自治体から研修実施の要請が増えている。 

現在チリ国政府は地方分権化と地方自治体のガバナンス向上を国家的取り組みの一つとしており、AGCI も同目的のための PCM 手法の活用と国内

公共サービス団体や自治体への協力を検討している。さらに、これら自治体から第三国専門家として JCPP 活動に参加する候補者が発掘できる可能

性があることから、AGCI は今後国内の自治体支援とともに JCPP 参加人材の発掘も計画している。 
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自立発展性(見込み)： 以下の調査結果を総合的に分析し、本プロジェクトによる自立発展性については、 中高程度 と見込まれる。 

38) チリ政府の JCPP

推進の今後の方針 

妥当性で確認したとおり、チリ国は”La Politica de Cooperación Internacional de Chile para el Periodo 2000-2006” 及び”Ley de Prespuesto del 

Sector Público Aprobado anualmente por el Poder Ejecutivo y Legislativo de la Nación.”を根拠として、今後もラテンアメリカ･カリブ諸国への支援協

力国として JCPP 事業を継続する意向を示しており、日本とのコストシェア率も 2005 年度時点で 50％以上を配当するなど、対 JCPP 政策的には安定

した方針を示している。近年の国庫の実績予算推移は 2003 年約 1 兆 9 千万円、 2004 年約 2 兆円、2005 年 2 兆 2 千万円、2006 年 2 兆 5 千万円、

である。 

39) 同事業の制度整

備状況 

JCPP事業実施の基本的制度は、既に整っている。今後更なる質的・量的な拡充を目指す際、①各受益国に対するJCPPによる援助指針の深化や、

②JCPP プロジェクト実施の受益国内での監理・フォロー体制の日本側との整理、③多様なニーズに対応するチリ国内リソース情報の蓄積や活用促

進にむけた制度整備等も必要となる。 

40) AGCI の実施体

制・財源 

①AGCI 内では本プロジェクトで導入された事業マネージメント手法の職員への技術移転、マニュアル作成によって、必要な環境が整備されつつあ

る。水平協局事業は AGCI 全体の約 54%を占めており、AGCI における同プログラム実施の優先度は高い。プロジェクトの実施により得られた効果を

維持するためには、計画立案、モニタリング評価の技術を確実に組織的に定着させ、業務の質維持と業務プラクティスの制度･習慣化を図る必要が

ある。②なお、本プロジェクトで実施された JCPP 案件形成調査、モニタリング･評価調査、広域セミナー、ディプロマコース等の予算措置実績は、日

本約 56%に対して約 44％で同等のシェアを確保している。今後も同規模の予算は確保する計画にある。 

41) 中核技術の質と

量 

AGCI における JCPP 事業運営管理（ニーズ把握、案件形成、モニタリング･評価等）体制は、基本的な環境整備が着手された段階であり、量的･質的

にも完全とはいえない。 

42)当該技術の普及・

定着 

現在 AGCI 水平協力部では、プロジェクトで習得した PCM 手法や運営事業管理技術を同庁内の他部署職員へと 2 次的に移転する機会を定期的に

設けており、同庁内での技術の定着は良好に開始したと判断される。他方、プロジェクト内で実施されているミニプロのニーズ把握と案件形成調査は

計 5 件、モニタリング・評価調査への参加機会は計 8 件にとどまっている。 

43) 継続的 JCPP に

必要なその他重要な

技術育成とコンポー

ネント（3 つ） 

①長期的な JCPP 事業の効率的･効果的な実施のためには、AGCI において一貫した受益国別の戦略が明確にされ、適正にモニタリングがなされ、

ひいてはその事業評価結果がフィードバックされるメカニズムを構築することが重要である。受益国でのモニタリング実施が遅れることがあることから、

現地レベルでの事業マネージメント体制整備と関係者の能力強化が必要である。  次に、 ②受益国には、日本ないしチリ側の事業コミットメントが

あまり認識されていないケースがあった。今後は広報のツールを活用して、チリ国外・受益国内での JCPP 事業の広報を活発に行う必要がある。 さら

に、③地域の経済･社会開発に資する JCPP の拡充を考えた場合、日本チリ双方の地域支援方針との整合性に裏づけられていることが重要である。

従って、中・長期的には、日本が中南米においてパートナーシッププラグム(PP)を持つ他国（アルゼンチン、メキシコ、ブラジル）との情報共有を一層

強化し、より効率的に形成･発掘し、リソース活用、事業実施との教訓を共有するなど、ＰＰ間連携を図ることが有効と考えられる。 



 44

４. 質問紙票調査結果 

 

(1) 国際協力庁・水平協力部への質問紙票調査(CTPD/AGCI) 

 

 1) ラテンアメリカ、カリブ諸国への政府開発援助政策に基づく、戦略・予算を明記した公的ドキュメ

ントの名称を教えてください。 

“Ley de Presupuesto del Sector Público Aprobado anualmente por el Poder Ejecutivo y 

Legislativo de la Nación”  

 

 2) JCPP と類似したパートナーシッププログラムを展開している、ラテンアメリカ・カリブ諸国とその協

力組織をご存知ならば、概要を教えてください。 

国名 プログラム名称 プログラム概要 

アルゼンチン Fondo Argentino de 

Cooperación Horizontal 

(FO-AR)* 

第三国への技術協力を実施。アルゼンチンか

らは技術者・人材派遣などの技術協力を実施。

実施運営管理機関は Organización de Estados 

Americanos （OEA)**。 

コロンビア Programa de Apoyo al 

Proceso de Paz 

コロンビアの政府組織 La Agencia Presidencial 

para la Accion Social y la Cooperación 

Internacional が、UNDP 等との協働で、コロン

ビアにおける平和推進・構築を目的とした支援

活動を展開している。同活動には、国際人材の

開発や活用などによる、社会開発・社会的弱者

救済能力支援・強化事業も含まれる。 

     

注：* FO-AR は、技術協力による南南協力を目的として 1992 年に設立された。主な活動は、専

門家派遣、海外研修員受入れ、研修・セミナーの実施である。 

**OEA は、1970 年に公式に設立された、民主化支援・平和推進・人権擁護・安全保障・国際

犯罪防止・経済交易推進などを目的とする国際組織。同組織の基本理念・大綱である

Inter-American Democratic Charter の批准加盟国は、南北アメリカ大陸内 35 カ国。チリも

加盟国である。 

 

 3） JCPPと他政府・ドナーとのパートナーシッププログラムを比較した場合、以下のどの項目がJCPP

に該当すると思いますか？（複数選択可） 選択 ● 

財源規模が JCPP のほうが大きい ● 

技術の質と水準が JCPP のほうが高い ● 

実施手続き・プロセスが JCPP のほうが簡潔で迅速である ● 

協力・受益国が JCPP のほうが多い ● 

活動内容が JCPP のほうが多様である ● 
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4) 現在 AGCI は中・長期的な南南協力政策（戦略と予算）をお持ちでしたら、公式な政策名称を教え

てください。 

“Programa de Cooperación de Chile con Centroamérica, Caribe Hispano, CARICOM y 

Sudamérica” 

 

 5) 上記の政策の戦略を記載した文書名をお教えください。 

“Programa de Cooperación de Chile con Centroamérica, Caribe Hispano, CARICOM y 

Sudamérica: Annexo 2” 

 

 6) 我が国は、近年チリ国がラテンアメリカ・カリブ諸国における開発パートナー国として大きく成長し、

周辺国への協力活動をますます活発に展開し続けていることを認識しています。このような、貴国

及び AGCI における、国際協力国・機関としての成長を後押しした要因は何であると考えますか？  

チリ国の経済成長 

チリ政府の対外政策 

ラテンアメリカ・カリブ諸国支援の実施責任感 

ラテンアメリカ・カリブ諸国における、リーダー国としての認識 

チリ国民の意思 

ラテンアメリカ・カリブ諸国における高い協力必要性の存在 

日本以外の、他国政府・ドナー機関からの社会開発プログラムの増加 

JCPP の実施 

アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、ベネズエラなどの、戦略的に同盟を結んでいる、他の

中・低開発国との南南協力開発プログラムの実施 

経済的・技術的リスースにを活用して技術協力プログラムへ参加し、かつ、新興ドナー支援

国と成長しつつある、高・中・低開発諸国の姿勢（特質・長所） 

 

7) 本プロジェクトでは、開発援助事業の実施運営管理にかかわる技術移転が行われていますが、

これまでの2年半の結果をご覧になり、以下の業務内容について、プロジェクト開始以前と比較して、

どの程度相違していると考えますか？（5 段階） 

5: 全くことなる、4：かなり異なる、3：半ば異なり半ば同じ、2：ほとんど同じ、1：全く同じ 

ミニプロジェクト実施ニーズの把握 5 

ミニプロジェクトの選定と採択 2 

PCM 手法を活用したミニプロジェクトの計画立案 5 

PCM 手法を活用したミニプロジェクトのモニタリング・評価 5 

 

 8) 上で言及した業務内容について、本プロジェクトで導入した技術は、JCPP の効果的・効率的な

実施を促したと考えますか？ 

はい 
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(2) AGCI カウンターパート職員への質問紙票･インタビュー調査（計 8 名） 

      

 1) AGCI に勤務して何年になりますか？（勤続年数別人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）プロジェクトにおいて関わった業務は何ですか？（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 3) プロジェクトは AGCI でのあなたの業務を効率化したと思いますか？ 

 

 

0

1

2

3

4

0.1 - 0.9 1 - 4.9 5 - 9.9 10 - 14.9 15 - 19.9

Years in Service

N
u
m

b
e
r 
of

 C
P
s

0 1 2 3 4 5 6 7

Project needs finding

Project formulation 

Project M & E 

JCPP HP creation

JCPP VIDEO creation

 Long, Middle or Short lists 

PCM training as a moderator

PCM training as a trainee

Manual preparation

0

1

2

3

4

5

6

7

Completely
so

Very much
so

In half extend In some
extend

Not at all

N
u
m

b
e
r 
o
f 
C
P
s



 47

4) あなたの業務で使用するマニュアルは、以下のうちどれですか？（複数回答） 

A: Procedimiento para Seminarios Regionales  

B :Procedimiento para la Misión de Estudio en Formulación de Proyectos  

C: Procedimiento para la Misión de Monitoreo y Evaluación de Proyectos 

D: Procedimiento para los Cursos Internacionales 

E: Procedimiento para la Ejecución de Proyectos 

F: Procedimiento de los Talleres para la Enseñanza de la Metodología de PCM 

G:Procedimiento para la Articulación con Cooperación Bilateral  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5) プロジェクトメンバーとの意思疎通の状況について評価してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6) 案件選定手続き、ニーズ把握･案件形成、モニタリング評価について、 

あなたの理解度は、十分と考えていますか？ 
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   7) プロジェクトで指導を受け習得したもののうち、どの技術･知識について、あなたは他の 

AGCI 職員や外部組織に、それらを 2 次的に移転しましたか？（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   8) 派遣調査団の団員構成を教えてください。（基本構成） 

案件形成 チリ人専門家 2 人(当該分野の協力省庁から技術参与 1 名、当該分野

のチリ国における技術協力組織から 1 名)、JICA チリ事務所より 1 人、

AGCI より 3 人、計６人。現地調査では、JICA 現地事務所から 1 人が

参加し、現地調査は総計 7 名が参加。 

終了時評価 チリ人専門家 1 人(当該分野のチリ国における技術協力組織から)、

JICA チリ事務所より 1 人、AGCI より 2 人、計 4 人。現地調査では、

JICA 現地事務所から 1 人、実施機関職員が参加し、現地調査は総計

5 名以上。 

 

 

＜自由意見・コメント＞ 

 

A. PCM 手法について 

 同手法は、JCPP 事業のみならず、チリ国内の社会開発事業に役立つと思う。特に、地方自治体

のガバナンスの向上にも役立つと考える。 

 チリ国内の地方自治体や公共団体、大学等には、JCPP のアクターとなる潜在的人材がいる。  

 同手法のノウハウは、EU 等とのドナー機関との協働事業運営管理においても、役立っている。 

 モニタリング･評価調査は難しく、これについて日本から継続して技術的指導を仰ぎたい。 

 JCPP の人材発掘と確保のために、PCM 手法の普及と広報は重要である。 

 案件形成においては、問題分析作業が難しかった。 

 日本での研修がＭ＆Ｅでは有効だった。 

 AGCI 内における他職員へのワークショップの実施は必要に応じて実施している。 

 AGCI 以外へのワークショップの実施は、必要に応じて現在のところ年に２～３回で、参加者は２０

人から３０人。モデレーターは１人につき１０人を対象としている。 

 所内で他職員や新入職員への研修が実施されている。 
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 他の公共サービスに従事する事業団体の職員に対しても、ＰＣＭワークショップを実施する予定で

ある。幾つかの地方自治体からも研修の要請が来ている。ＡＧＣＩではこの支援に必要な予算を確

保したいと考えている。 

 プロジェクトで導入した技術や手法は水平協力のみならず他部署の業務でも有効なので、ＪＩＣＡ

には今後も協力を継続してほしい。また、モニタリング＆評価能力については、改善の余地がまだ

まだあると考える。実践経験が足りないので、独学的なところがあるので、今後もＪＩＣＡ側の技術的

なフォローを希望する。 

 

Ｂ．チリ人専門家・コンサルタントなどの人材確保について 

 チリ側としては受益に派遣する専門家の技術レベルは質の高いものであることを希望しているが、

そうすると日当の料金が問題になる。それら専門家は、調査団として派遣される際に、チリでの仕

事をおいて派遣されるので、その間の収入を確保する必要がでる。シニアレベル、ジュニアレベル

など等級を分けて、コンサルフィーを支払えるようにする必要がある。(現在は一律 150 ドル） 

 

C. JCPP の発展について 

 周辺諸国において、JCPP 事業の多くのニーズが存在しているため、JCPP は今後さらに規模が拡

大されパートナーシップの実施プロセスとメカニズムについても明確に整備されることが望まれる。 

 JCPP により、他ドナーや政府機関との協力関係の実施が促された。 

 チリは、大きな資本をもつドナー国になる予定はなく、ラテンアメリカ･カリブ諸国のパートナーとな

ることを目指している。 

 JCPP の広報は、単にアカウンタビリティの目的だけではなく、特にプロジェクトサイトにおいて実施

される必要性がある。 

 ＪＣＰＰは以前から知っており、開始当初より発展しているのを見ている。以前二国間で、現在は対

等なパートナーシップとなる現状をみるのは素晴らしい。協力の内容を更新しくしていく必要があ

る。ただし、先進国や国際機関のようなドナー国になる計画はなく、パートナー国（協力支援者）に

なることを目指している。ＡＧＣＩが設立されて以来、相互協力の必要性が増加し、三角協力が生ま

れており（ドイツ・スウェーデン・オランダ・ベルギー・韓国）、これも JCPP 事業実施の効果の一つと

考えている。 

 ＪＣＰＰをツールとして周辺国との関係を強化し、日本との関係も強化でき、大きな益を受けている。

学ぶことも多く、各国文化・社会状況に合わせてどのように対応しなければならないかについても、

学べた。 

 

D．その他の関心事項 

 JCPP の人材確保問題について、何らかの具体的な措置を取る必要がある。専門家やコンサルタ

ントの雇用にかかわる、具体的な問題について、解決していく必要がある。とくに技術料の現状を

改善しない限り、有能な専門家やコンサルタントを十分に確保していくことが、困難となっていくと

懸念される。 

 JCPP の継続性について、プロジェクト終了後も、これまでどおりの予算･人材規模で、実施されて

いくことを希望している。それによって、JICA と AGCI,日本とチリ国間の、安定した関係が促進され

るだろう。 
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(3) ミニプロの現地調査に参加したチリ人専門家への質問紙票調査 

（案件形成 6 名、モニタリング･評価 7 名、計 13 名） 

 

 1) あなたが参加した調査は、PCM 手法を用いて実施されましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2) 調査において以下のマニュアルを使用･参照しましたか？ 

Manual Ａ: Procedimiento de los Talleres para la Enseñanza de la Metodología de PCM         

Manual Ｂ: Procedimiento para la Misión de Estudio en Formulación de Proyectos 

Manual C: Procedimiento para la Misión de Monitoreo y Evaluación de Proyectos  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3) PCM 手法は、調査目的のために効率的･効果的だと思いましたか？ 
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     4) PCM 手法の調査業務の難易度を、教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5) 調査団全員が PCM 手法を知っていましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6) 調査対象事業が、JCPP の事業であることを認識していましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 7) あなたが参加した評価調査における事業の 5 項目評価結果を教えてください。（5 段階） 
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(4) 広域セミナー、ディプロマ、第三国研修で講師をしたチリ人専門家への質問紙票調

査（計 7 名） 

 

１) 講師として関わったセミナー／コースの下記項目について、評価してください。（5 段階） 

0 2 4 6 8

Curriculum content

Educational material

Course works

Length

Participant selection

Management of AGCI

1

2

3

4

5

 
 

1) あなたが講師となったセミナー／コース内容は、目的達成に効果的だったと思いましたか? 

 

2) あなたが講師となったセミナー／コースの参加者（生徒）は、新しい知識・技術を習得でき

たと考えますか？ 

 

3) あなたが講師となったセミナー／コースが、JCPP 事業であることを認識していましたか？ 

 

4) あなたは参加者（生徒）に、セミナー／コースが JCPP 事業であることを説明しましたか？ 

 

5) 他のドナー・政府による同類のセミナー／コースに講師として参加したことがありますか？ 

 

6) 他ドナー・政府による同類のセミナー／コースとの、JCPP 事業との違いが大きいと思われる

項目について、選択してください （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Yes No
Number of Person 4 3

Y e s N o
T o ta l 7 0

Y e s N o
T o ta l 7 0

Y e s N o
T o ta l 7 0

Y e s N o
T o ta l 7 0

2

2

1

2

2 Contract fee

Contents of program

Tutoring method

Country to assist 

Others
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５. 面談記録 

 

JCPP エルサルバドル「家畜繁殖」ミニプロ終了時評価調査団報告 

 

１． 日時：2006 年 3 月 1 日（水）15:00～ 

２． 場所：チリ国際協力庁（AGCI） 

３． 面談者：ミニプロ終了時評価調査団員（以下調査団構成参照） 

AGCI 企画政策部 Sottolichilo 部長 

JICA チリ事務所 西木次長、山口所員 

 

４． 内容：調査団報告およびヒアリング結果の要点（質問紙票以外の内容）は以下のとおり。  

 調査団構成 

・ 団長：Ms.Matus 

・ 技術担当：Dr.Oltra（他アウストラル大学教授 1 名、報告には同席せず） 

・ 評価分析：Ms.Soto  

・ PCM 手法担当：Mr.Santander  

 

 評価調査結果（Ms.Matus） 

・ 5 項目評価の結果は次のとおり。 

 妥当性：高い。エルサルバドル農牧省の政策に合致している。 

 有効性：高い。農家は本プロジェクトで移転された技術を生産活動に活用している。 

 効率性：予算は計画的に使われ、人的資源も適切に配置されており、高い。 

 インパクト：3 年間のプロジェクトを通して生産者の能力および生産者組合が強化された。

プロジェクトサイト周辺地域に対するよいモデルを構築できた。 

 自立発展性：中程度。エルサルバドル農牧省による政策的なサポートを得ていくことが重

要。 

・ 2006 年 6 月までの残りの期間には、自立発展性を確保するための活動および広報活動に力を

入れる。 

 

 提言・教訓について（Ms.Matus） 

・ 現状では、各省・機関・大学間の連携が十分に取れていないことから、自立発展性確保のため

に他の機関（大学）のサポートを得ることを提言する。大学の関与は、プロジェクト開始後 1 年程

で出てきたアイデアであり、エルサルバドル国立大学に目星をつけている。 

・ 3 月中にまとめる報告書に記載する提言としては、このプロジェクトに対する技術的な提言のみ

でなく、全てのプロジェクトに通じるマネージメントに関する提言も入れる予定である。 

 

 広報について（Mr.Santander） 

・ 広報活動としては、終了時のセミナー実施を考えている。セミナーの内容は、プロジェクトの成果

報告のみではなく、チリにおけるシステムや中小規模生産者の経験・ノウハウの紹介も入れる予

定である。また、セミナー参加者はプロジェクトの実践者に加えて決定権を持つレベルの人々を

想定している。 

・ 現地プレスでは、本プロジェクトが JCPP 案件として扱われず（チリ政府や JICA チリ事務所に触
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れず）、JICA エルサルバドル事務所、受益国のプロジェクトとして報じられることがあった。JCPP

案件は、受益国、チリ、日本の三者が同じレベルで参加しているものであり、そう報じられるべき

である。 

 

 プロジェクトの運営監理について（Dr.Oltra） 

・ プロジェクトの進捗を確かなものにするためには、JICA 現地事務所の積極的なサポートが非常

に重要である。 

・ 運営監理にあたって、チリから現地に行ける回数は限られているため、現地でのモニタリングが

重要になる。そのための工夫として、本プロジェクトでは中間モニタリング後に現地でワークショッ

プを行った。 

・ 技術面でも、チリ人専門家が長期で現地にいられるわけではないので、現地でエルサルバドル

の人々がわからないことがある場合にコンサルテーションできるようになることを意識して、CP に

技術移転を行った。具体的には、活動に、直接の生産者への指導を取り入れた。また、生産者

組合に対する講習会を実施し、受講者がその後のプロジェクトの推進力となった。チリにおける

研修の人選も非常に重要であった。 

 

JCPP ドミニカ共和国「教員養成」ミニプロ終了時評価調査団報告 

 

１． 日時：2006 年 3 月 2 日（木）15:00～ 

２． 場所：チリ国際協力庁（AGCI） 

３． 面談者：ミニプロ終了時評価調査団員（以下調査団構成参照） 

AGCI 企画政策部 Sottolichilo 部長 

JICA チリ事務所 西木次長、原田所員 

 

４． 内容：調査団報告およびヒアリング結果の要点（質問紙票以外の内容）は以下のとおり。 

 調査団構成 

・ 団長：Ms. Leon 

・ 技術担当：Dra.Olivales 

・ 評価分析：Ms. Quezada  

・ PCM 手法担当：Mr. Santander 

・ アドバイザー：布施専門家 

 

 評価調査結果（Ms. Leon） 

・ 本プロジェクトでは、２都市で 10 校ずつ、合計 20 校のモデル校において、学校運営および教授

方法の改善を行った。調査の結果、評価 5 項目はいずれも概ね高く、小規模な投入で大きな成

果が得られたと判断した。 

・ 自立発展性の面では、人事異動が与える影響を懸念している。プロジェクト実施中も、先方実施

機関であるドミニカ共和国教育省教員養成センター（INAFOCAM）の構成が大きく変わり、プロ

ジェクトから対処を求めてプロジェクトへの悪影響を回避したことがあった。 

 

 専門家派遣について（Dra.Olivales） 

・ 期間中、合計８人の専門家（全てカトリカ大学）が現地に派遣された。カトリカ大学は本プロジェク
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トへの取り組みに肯定的ではあるが、協力にあたっては、専門家としての契約を結んでいたわけ

ではなく、大学の休暇を活用してプロジェクトに参加するなど、困難な点もあった。日当等の手当

が低く、日程調整も困難な中でも専門家たちが協力するのは、①他国の教育現場を見ることで

チリの教育が抱える課題をも研究できること、②他の文化を知れること、③他国の教育状況を改

善できることのやりがい、等がモチベーションになっていると考える。 

・ 派遣前には AGCI からの連絡や打合せはあるが、研修やオリエンテーションはない。文化や言

語が類似していること、派遣期間が短いことから、必要性が低いと考えられているため。 

 

 提言・教訓の活用について（Ms. Leon） 

・ 本プロジェクトの評価から得られた提言・教訓としては、①プロジェクトを維持するためのインセン

ティブを先方に与えることの重要性、②プロジェクト開始前の専門家派遣と研修員受け入れを組

み合わせることが円滑な活動につながったこと、等が挙げられる。 

・ ただし、今回の評価調査から得られた提言を AGCI が組織として他の案件に活用するメカニズム

はできていない。 

 

 広報について（Mr.Santander） 

・ プロジェクト開始時はほとんど現地のプレスに扱われることはなかったが、次第に報道が増加し

た。セミナー参加者による広報効果によるものと思われる。 

・ 派遣専門家（Dra.Olivales）がセミナーにおいて必ず水平協力の説明を行うなどの努力もあって、

現地においてチリと日本の関与がうまく報じられていた。 

 

 その他（Ms. Leon） 

・ 水平協力部の担当は、プロジェクトごとの担当が決まっているのみで国ごとの担当は決められて

いない（二国間協力部では、ドナー国ごとの担当者が決められている）。現在、セクター別担当

制を検討しているところである。 

 

第 2 回合同評価委員会（AGCI との評価結果内容の確認・意見交換） 

 

１． 日時：3 月 3 日（金）10:00～13:00 

２． 場所：チリ国際協力庁（AGCI） 

３． 面談者：AGCI Vergara 水平協力部長、Sottolichio 企画政策部長 

JICA チリ事務所 西木次長、山口所員 

４． 内容： 

（１） 小島団員より、評価 5 項目に沿った調査結果を説明。 

（２） 上條団長より、以下の点を補足説明。 

・ 初日協議において話題にした実施メカニズムが整っていない等の制度的課題については、本

技プロそのものの評価に関する項目ではなく、自立発展性に関する条件としてとりあげている。 

・ ヒアリング等を通し、以下の 3 点の重要性を認識している。 

① 現地におけるモニタリング 

② 各国に対する協力方針の策定 

③ 多様化するニーズに対応するための、国内リソースの把握・発掘 

・ AGCI 職員個人の能力は本プロジェクトを通じて十分に開発されているが、組織としてそれらの
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能力をいかに蓄積・維持するかが課題である。 

・ 昨年 12 月の国際協力セミナーで取り上げた他 PP との連携についても、非常に重要であること

から、本終了時評価報告書にも盛り込む。 

 

（３） Vergara 部長より、以下のコメントがあった。 

・ プロジェクトの評価結果自体については、異論ない。 

・ 追加して検討すべき事項として、以下を提案する。 

 JICA における JCPP 担当部の設置 

チリはラテンアメリカでは対等のコスト負担を伴うＰＰの協定を結ぶ唯一の国。協力支援国

（パートナー）として努力することは必要で意義があると考えている。JCPP は、現在（初日に団

長が言及された）3 段階の最後の段階にあるが、これは JCPP をシステム化する段階と認識し

ている。本終了時評価調査の後には、システム化の作業の一つとして、JCPP を担う専属の担

当部署を、JICA 内に設置していただきたい。 

 政策における提案 

できるだけ早期に、チリ外務省、AGCI、日本外務省、JICA を出席者とした、政策面について

の日本チリ双方による協議の場を設けること。日本・チリ双方の中南米・カリブにおける協力

の共通点を見出し、今後の JCPP の進め方について相互理解を持つ必要がある。 

 技術・手法における提案 

中南米諸国（ブラジル、アルゼンチン、メキシコも含む）の JICA 代表、 チリ大使館代表、日

本大使館、日本外務省等を出席者として、JCPP の情報の提供・交換の場を設けること。 

 運営管理における提案 

柔軟性があり、かつ適宜更新可能な作業ガイドライン（マニュアル）を合同で整備すること。

同ガイドラインは定期的に関係者間で内容を検討・討議された上で十分に理解され、活用

されるべきである。また、同ガイドラインは、以下の内容を含むことが望ましい。 

① 各国のニーズ 

受益国の支援ニーズが明記されること。ニーズについては、各受益国の政策方針との

整合性が検証され、選定されているべきである。つまり、受益国の案件要請と受け取り

について、他の中南米･カリブ諸国が実施する援助事業との支援内容の重複がないよ

うにする必要がある。（注） 

② 現地の協働作業内容項目 

現地の責任担当者やＣＰが、どのように専門家と協働するかなどのノウハウ、また多様

なコンテキスト･場面・手続き業務等で、どのように対応するかなどの、ガイドが記されて

いること。 

③ 受益国 JICA 事務所の役割の明確化 

受益国における JICA 事務所役割を明確にするためには、JCPP が「介入」ではなくそ

の国への協力の「補完」であることを理解してもらう必要がある。そのためにも、現地

JICA 事務所が活用しているものと同じフォーマットを用いて JCPP 事業の案件形成を

行うことが明記されること。 

④ 広報の方法 

JCPP 事業を、受益国でどのように広報するのか、そのツールとノウハウ、行うべき作

業について明記されること。 

(注) 
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今年のエルサルバドルの会議では、メキシコ、ブラジル、アルゼンチンの代表を参加者として、

ニーズについての情報交換を行った。その場で、チリ側は、JCPP の Middle-List を提出し、チリ国

が支援すべき必要性と、ニーズの存在について確認した。 

ところが、情報交換により、メキシコ、ブラジル、アルゼンチンへ要請されている案件とチリ国へ

の要請案件には、幾つかの重複が発見された。援助をより効率的に行うためには、こうした重複を

なくし、相互補完的な援助が可能になる努力が必要である。そのため、各国ができるかぎり協働し

てニーズを発見するという作業が、効果的なものになると考える。 

 

（４） PDM の上位目標の修正について、小島団員より説明。Vergara 部長より、「JCPP（＝ツール）の

強化を通して、中南米諸国の発展に貢献することを最終的に目指していることが、PDM から明

らかにわかるようにしてほしい」との要望があった。団員より、上位目標は通常プロジェクト終了

後 3～4 年程度に達成可能なものを設定すること、PDM にはロジックの飛躍があってはならな

いこと、当初の上位目標である「中南米諸国の社会・経済発展への貢献」はスーパーゴールと

して PDM 上に残すことを説明したところ、修正について合意を得た。 
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６. 収集資料一覧 

 

(1) Programa de Cooperación de Chile Con Centroamérica, Caribe Hispano, CARICOM 

Secretariat y Sudamérica 2006  

（2006 年度チリ政府南南協力計画） 

(2) Declaraciòn de San Salvador Sobre La XII Jornada de Evaluación y Programación 2006 

（同上、エルサルバドルで実施された 2006 年度第 12 回南南協力評価計画会合の共同宣言

内容） 

(3) Ayuda Memoria: Reunión de Evaluación y Seguimiento de Los Logros Acordados en Bogota 

Sobre Fortalecimiento de Capacidades Orientado a la Cooperación Sur Sur 

（同上、エルサルバドルで実施された 2006 年度南南協力に向けた能力強化セミナーの議事

録、添付資料２ Annexo2: Diseño Preliminar del Fondo Regional Latinoamericano y Caribeño 

Para La Cooperación Sur-Sur は UNDP の南南協力方針でもある） 

(4) La Politica de Cooperación Internacional de Chile Para el Periodo 2000 – 2006 

（2000 - 2006 年における、チリ国の国際協力事業政策・方針概要） 

(5) Programa de Voluntarios Chile - FAO - Guatemala  

（国連食糧農業機関との、2006 年度の三角協力活動計画の概要） 

(6) Triangulación Con Otras Fuentes 

（他ドナーとの三角協力の現状） 

(7) Perfil Proyecto Cooperación Triangular En Materias Sanitarias 

（2006 年 3 月に署名予定のバスク自治州との保健衛生分野における三角協力プロジェクトの

署名ドラフト） 

(8) Gestión de La Cooperación Chile – Unión Europea (2001 – 2006) 

（チリと EU の 2001 – 2006 における科学技術分野での三角協力の方針概要） 

(9) Identificación Norma: LEY- 19533 

（財務省が発行した、行政組織近代化と財政活用効率化に関わる法令文） 

(10) Informe de Evlauación Final Sobre Proyecto de “Fortalecimiento de La Estructura 

Organizacional Institucional del Servicio Nacional de Sanidad Agropecuaria e Inocuidad 

Alimentaria – SENASAG” Basado en El Marco del Japan-Chile Parnership Programme 

（2003 年に実施した「ボリビア動植物検疫」ミニプロジェクトの終了時評価調査結果議事録） 

(11) Informe de Evaluación Final Sobre el Proyecto de “Cultivo de Peces Mrinos” Basado en El 

Marco del Japan-Chile Parnership Programme 

（2003 年に実施した「キューバ海水魚養殖」ミニプロジェクトの終了時評価調査結果議事録） 

(12) Informe Preliminar de la Evaluación Final Sobre la Ejecución del Proyecto de “Reproducción y 

Manejo de Ganado Bovino en El Salvado” Basado en El Marco del Japan-Chile Parnership 

Programme 

（2005 年に実施した「エルサルバドル家畜繁殖」ミニプロジェクトの終了時評価調査結果議事

録） 
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(13) Informe Preliminar de la Evaluación Final Sobre la Ejecución del Proyecto de “Fortalecimiento 

de la Formación y Capacitatión Docente de la República Dominicana” Basado en El Marco del 

Japan-Chile Parnership Programme 

（2005 年に実施した「ドミニカ共和国教員養成」ミニプロジェクトの終了時評価調査結果議事

録） 

(14) Pauta de Evaluación de Demandas JCPP 

(JCPP 要望案件検討表の修正版) 
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